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第１章 調査の概要及び要請内容 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：JICA）は、2002 年から 10 年間、マ

レーシア国サバ州における生物多様性と生態系保全活動の体制・手法整備と人材育成に対

する技術協力「ボルネオ生物多様性・生態系保全プログラムプロジェクト（Bornean 

Biodiversity and Ecosystems Conservation：BBEC）」フェーズ 1（2002 年～2007 年）とフェー

ズ 2（2007 年～2012 年）の実施を支援した。フェーズ 2 では、サバ州生物多様性センター

（Sabah Biodiversity Centre：SaBC）の正式機能化、サバ州生物多様性戦略（Sabah Biodiversity 

Strategy：SBS）策定、クロッカー山脈公園（Crocker Range Park：CRP）及び周辺バッファ

ーゾーン（緩衝地帯）のユネスコ「人間と生物圏計画（Man and Biosphere Programme：MAB）」

への登録申請、セガマ河下流域野生生物保全区（Lower Segama Wildlife Conservation Area：

LSWCA）の登録、キナバタンガン・セガマ河下流域のラムサール条約への湿地登録及び管

理計画の策定、生物多様性保全に係る第三国研修の実施等の支援を行った。 

2012 年 9 月の BBEC フェーズ 2 終了を控え、事業活動の実績・成果を評価・確認すると

ともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び今後の類似事業の実施にあたっての教

訓を導くことを目的とし、2012 年 5 月に終了時評価調査を実施した。 

今般、サバ州政府から後継の技術協力プロジェクトが要請され、日本政府により採択さ

れたことから、協力の妥当性及び協力の枠組み等を検討する詳細計画策定調査のため、2012

年 7 月に調査団を派遣した。調査の主な目的は以下のとおりである。 

(1) 案件の要請背景、内容、先方政府の実施体制等を確認し、現地調査及び収集資料を通

じて協力の方針、妥当性、実施方法を検討する。 

(2) サバ州政府機関や連邦政府機関との協議を通じて、プロジェクトの基本計画、投入計

画等について協議を行う。 

(3) 最終的なプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）案及

び活動計画（Plan of Operations：PO）案を含む討議議事録（Record of Discussion：R/D）

案を取りまとめ、マレーシア側と協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）の署名･交

換を行う。 

(4) 『新 JICA 事業評価ガイドライン』（第 1 版）に則って、評価 5 項目を中心とした観点

から事前評価を行う。 

 

１－２ 調査団の構成 

詳細計画策定調査団は、表１のとおり 5 名のメンバーで構成された。 

1



 

 

表１ 調査団員 

氏名 担当業務 所属・職位 期間 
鈴木 和信 総括 JICA 地球環境部 

森林・自然環境保全第一課 
企画役 

7 月 22 日 
～8 月 1 日 

鍛治 哲郎 生物多様性条約（CBD）/
ラムサール条約/資源動員

戦略 

一般財団法人自然公園財団 
調査役（非常勤） 

7 月 22 日 
～8 月 2 日 

米田 政明 保護区管理 JICA 非常勤客員専門員 7 月 22 日 
～8 月 2 日 

谷口 光太郎 協力企画/多国間協力枠組

み連携 
JICA 地球環境部 
森林・自然環境保全第一課 

7 月 22 日 
～8 月 2 日 

辻 新一郎 評価分析 日本工営株式会社 
コンサルタント海外事業本部 
環境事業部 環境技術部 

7 月 15 日 
～8 月 2 日 

 

１－３ 調査期間 

平成 24 年 7 月 15 日（日）～8 月 2 日（木）（19 日間） 

うち、官団員は 7 月 22 日（日）～8 月 2 日（木）（12 日間） 

詳細な現地調査日程は別添資料 1 のとおりである。 

 

１－４ 要請の背景及び内容 

マレーシア国サバ州には、東南アジア最高峰のキナバル山やアジアゾウの生息する低地

熱帯林、汽水域のマングローブ林など多様な生態系と生物相がみられる。しかし、大規模

な木材の伐採やアブラヤシ農園開発等により、同州の森林面積は 1970 年代と比較して約 3

分の 2 に減少した。また、土壌汚染や水質汚濁等の環境劣化も顕在化している。 

自然資源への依存度が高い伝統的な生活を営む地域住民は、自然環境の劣化に伴い、生

活基盤を脅かされている。 

JICA は、サバ州の生物多様性保全に対して統合的に取り組むために、サバ州政府や国立

サバ大学（Universiti Malaysia Sabah：UMS）等とともに、技術協力プロジェクト BBEC を実

施しており、2012 年 9 月に終了予定である。2011 年 8 月、マレーシア政府から、後継の技

術協力プロジェクト及び第三国研修「統合的な生物多様性・生態系保全」が要請され、い

ずれも採択された。後継案件には、1）SBS 策定後の実施支援、2）ラムサール条約登録湿

地や MAB 登録予定地のコアエリア及びバッファーゾーンの統合管理の促進、3）「サバモデ

ル」の構築、4）第三国研修を通じた東南アジア諸国連合（Association of Southeast Asian 

Nations：ASEAN）地域への生物多様性に係る経験共有が提案されている。 
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第２章 調査結果概要及び団員所感 

 

２－１ 協議での主要確認事項（Main Points Discussed） 

本調査団は、7 月 15 日から 31 日まで、サバ州の天然資源庁（Natural Resources Office：

NRO）を始めとするマレーシア政府機関との協議、他ドナーとの意見交換、現場視察を行

い、後継案件の協力方針と内容を検討した。また、評価 5 項目に基づく事前評価を行った。 

本プロジェクトの基本的枠組みや協力概要等については、2012 年 5 月の BBEC フェーズ

2 終了時評価調査時に、主要カウンターパート（Counterpart：C/P）である NRO に対して説

明し、大筋で認識の共有ができていたこと、また、BBEC フェーズ 2 専門家からも、関係機

関に継続的に説明したこと等から、日本とマレーシア側の認識に大きな乖離はなく、協議

は総じて順調に進んだ。 

本プロジェクトでは、保護区外の人的活動を自然調和型に誘導するべく、これまであま

り関わりが深くなかった農村開発省、農業局、都市地方計画局等の参画を見込んでいる。

新しく参加する機関からもおおむね前向きな反応が見られたが、サバ州水産局やSWDなど、

一部機関の参加が不十分であった。実施体制に関し、NRO と SaBC 双方が、引き続き本プ

ロジェクトでも重要な役割を担うことが必要との認識の下、BBEC フェーズ 2 終了時評価調

査時の提言を踏まえつつ、関係者の合意を得るように努めた。 

一連の協議の結果、協力内容の大筋について合意が得られたことから、7 月 31 日、サバ経

済企画院立会いの下、本調査団長、サバ州官房長、SWD 副学長の 3 者間で、R/D（案）を

含む M/M の署名・交換を行った。M/M にある主要確認事項は以下のとおりである。 

 

(1) 案件名の変更に関して 

協力内容が明確になるよう、案件名称を変更することで双方合意した。 

【案件採択時の案件名称】ボルネオ生物多様性・生態系保全プロジェクト 

【変更後】サバ州を拠点とする生物多様性・生態系保全のための持続可能な開発プ

ロジェクト 

主として保護区内の保全に取り組んだ BBEC の経験から、保全活動の持続性のため

には、エコツーリズムや非木質系林産物等を通じて、保護区外の住民の便益を確保す

る重要性が指摘された。そのため、案件名称に「持続可能な開発」を含めることにし

た。 

また、CBD 第 2 条は、「『生物の多様性』とは、（中略）生態系の多様性を含む」と定

義しており、「生物多様性」と「生態系」との結びつきの重要性を強調するために、両

者を並列して案件名称に盛り込むことにした。 

さらに、プロジェクトは生物多様性保全に係るサバ州の知見をマレーシア他州及び

他国に展開させることを重視していることから、案件名称からは「ボルネオ」を外す
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ことにした1。 

(2) プロジェクトの基本計画に関して 

成果 1 における「能力」とは、個人だけではなくシステム、ネットワーク、制度、社

会の能力も含むとの考えを共有した。また、マレーシア側、特に連邦政府機関は国内

の知見共有の重要性を強調し、BBEC フェーズ 2 の終了時評価報告書の提言に記載のと

おり、生物多様性保全に係るサバ州の知見を、研修やセミナー等を通じて普及させて

いくことを確認した。 

合意された PDM（案）と PO（案）は、必要に応じて R/D 署名までに修正が行われ

た上で、プロジェクト開始後 3 カ月以内に開催されるプロジェクト運営委員会（Project 

Steering Committee：PSC）において最終化・合意することを確認した。また、プロジェ

クト実施中も必要に応じて双方合意に基づき改訂され、PSC において承認される。 

 

(3) 第三国研修「統合的な生物多様性・生態系保全」に関して 

BBEC フェーズ 2 の終了時評価報告書の提言の通り、研修内容の開発のためのタスク

フォースの設置と、SBS、国際的枠組み（ラムサール条約や MAB 等）に通底するアプ

ローチ、保全のための流域管理アプローチ、包括的な管理計画と実践、保全とビジネ

ス等の項目を研修に盛り込むことが確認された。これらの内容を踏まえるために、第

三国研修の名称を変更する可能性があることも確認した。 

研修は 2013 年から 2015 年に 3 回実施することとし、SWD の授業計画を踏まえて具

体的な時期を決めることとした。 

 

(4) パイロット活動に関して 

人と自然の共生社会実現に貢献するために、関連する知識や知見を整理し、記録し

て発信していくことが重要である。提案されている事業では、過去と現在における人

と自然の関わりを調査し、進行中の環境保全型土地利用対策や農業振興、貧困対策な

どを研究したうえで技術的な投入を行い、インセンティブの創出と生計向上を通じた

保全及び持続可能な開発の手法・手順とモデルを開発するため、クロッカー山脈生物

圏保存地域（Crocker Range Biosphere Reserve：CRBR）の緩衝地域（バッファーゾーン）

または移行地域（トランジションエリア）において、パイロット活動を実施すること

が合意された。 

パイロットサイトとして、緩衝地域（バッファーゾーン）・移行地域（トランジショ

ンエリア）における約 400 のコミュニティを擁する 1 市 8 郡のうち、2 カ所程度を選定

する。選定基準として、1）脅威にさらされている重要な生物多様性/野生生物が存在す

ること、2）生計向上の高い潜在性があること、3）利害関係者のプロジェクト活動へ

                                                        
1 本調査終了後、R/D 協議の過程で、連邦政府からのコメントを踏まえ、「サバ州を拠点とする」を案件名称に冠するこ

ととなった。 
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の参加意欲と地方自治体のコミットメント、4）物理的アクセスが容易なこと、5）当

該地域で類似の他事業がないことなどとした。 

 

(5) 特定の指標の内部化に関して 

特定の指標（例えば、上位目標の指標である「マレーシア政府が作成する愛知目標

の達成に関する報告書にサバ州の貢献が目に見える形で記載される」やプロジェクト

目標の指標である SBS に記載がある Advising and Monitoring Panel が機能しはじめる」

など）の達成が外部要因によって左右されることは望ましくないので、指標に関連す

る活動を含めることで内部化する必要がある。事業開始後 3 カ月以内に PDM（案）を

見直し、更に詳細な PO を策定する過程で詳細活動を検討することとした。 

 

(6) 費用負担に関して 

プロジェクトの円滑な開始のため、双方の費用分担に関する考え方を以下のとおり

整理した。 

a) マレーシア側は、C/P の給与、執務室の提供及び維持管理費、電気・水道を含む執務

環境に係る経費を負担する。 

b) 日本側は、専門家派遣、機材供与及び本邦研修に係る経費を負担する。 

c) 双方は、運営経費をそれぞれ負担する。 

d) その他の項目については、双方の協議に基づき決定する。 

日本側から、BBEC フェーズ 2 の執務室（NRO 内）と公用車（NRO への供与車両）

について、本プロジェクトの準備期間及び本体実施期間においても使用することの許

可を申し入れた。マレーシア側は、執務室の使用については確約し、車両の継続使用

についても前向きに検討すると回答した。 

 

(7) 実施体制に関して 

プロジェクトの実施に際しては屋上屋を架さないよう、キナバタンガン河・セガマ河

下流域湿地（Lower Kinabatangan and Segama Wetland：LKSW）及びその流域は管理計画に

定められた既存の委員会を、CRBR は管理計画で設置予定の委員会を、知見共有について

も各種タスクフォースを、それぞれ活用することを確認した。 

BBEC フェーズ 2 では、SaBC の能力向上に注力してきた。提案されている事業におい

ても、天然資源省との間の権限の明確化と業務分掌を含め、SaBC の制度的枠組みを一層

強化することを確認した。 

 

(8) プロジェクト準備専門家の派遣に関して 

本プロジェクトの準備と BBEC からの円滑な移行のため、2012 年 10 月から 12 月の間

に、プロジェクト準備を行う専門家（いわゆるパイプライン専門家）の派遣が必要であ

5



 

 

ることと、マレーシア側から日本側に対して正式要請書を至急提出することを確認した2。 

 

(9) ラムサール条約事務局との連携に関して 

BBEC フェーズ 2 では、LKSW のラムサール条約登録（2008 年）はもとより、ラムサ

ール条約の科学技術検討委員会（Scientific and Technical Review Panel：STRP）副委員長（サ

ラワク州在住）をローカルコンサルタントとして活用し、2011 年 7 月にコタキナバルで

開催した「アジア湿地シンポジウム」へ条約事務局長を招聘してラムサール条約関係者

との関係を構築してきた。 

JICA は、2012 年 7 月にルーマニアで開催されたラムサール条約第 11 回締約国会議

（Conference of the Parties：COP）（以下、「ラムサール COP11」と記す）において、同条

約事務局と業務協力協定を締結した。この協定を基に、本プロジェクトの管理のために

条約事務局や科学技術専門家会合の知見を活用することを確認した。 

a) LKSW 及び同流域のモニタリング活動への提言 

b) 各種調査（中間レビュー、終了時評価調査等）への部分参加 

c) 第三国研修への講師派遣 

 

(10) ボランティアの奨励に関して 

マレーシア側は、持続可能な開発に向けて、サバ州の若年層や青年リーダーにおける

ボランティア主義の浸透が重要であると指摘した。今後、青年海外協力隊（Japan Overseas 

Cooperation Volunteers：JOCV）隊員派遣や青年研修事業の可能性について検討することと

した。 

 

(11) 今後のスケジュールに関して 

a) R/D 署名：2012 年 10 月～11 月：署名までに、マレーシア側は PSC 及びプロジェク

ト管理委員会（Park Management Component：PMC）のメンバー表、C/P の窓口担当者

及び事務スタッフのメンバー表を準備する。 

b) プロジェクト開始：2013 年 2 月：プロジェクト開始までに、マレーシア側は C/P 予

算を確保する。JICA は専門家の人選を終えるとともにプロジェクト予算を確保する。 

 

現地調査の最後に署名したミニッツは別添資料 2、現地調査期間中の主要面談者リストは

別添資料 3、収集資料リストは別添資料 4 のとおりである。 

 

２－２ 団長所感 

10 年間にわたるサバ州の生物多様性・生態系保全のためのプロジェクトは大きな成果を

                                                        
2本プロジェクトの採択通報に伴い、口上書交換による国際約束が締結されているため、A1 フォームがなくとも特権免

除は担保されるが、マレーシアにおける円滑な実務実施の観点から、A1 フォームを取りつけることなり、フォームは

2012 年 8 月 1 日付で連邦政府経済企画院から日本大使館へ提出済。 
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挙げ、C/P からも高く評価をされている。当然、後継プロジェクトへの期待は大きいが、後

継プロジェクトは単なる「プロジェクトの延長・継続」ではなく、10 年間のプロジェクト

の成果を踏まえ、サバ州がアジア・世界の生物多様性の施策の知的拠点（Centre of 

Excellence：COE）と位置づけるための新機軸を打ち出し、問題解決型から知識創造型のプ

ロジェクトを目指し、より発展的かつ戦略的な取り組みが求められる。これらを踏まえて、

後継プロジェクトの特徴と課題を整理すると以下のとおりである。 

 

(1) プロジェクトの国際的な貢献 

BBEC フェーズ 1 では多岐にわたる関係組織に対して、コンポーネント（研究・教育、

公園管理、生息域管理、環境啓発）ごとに保全（Conservation）に必要な技術移転を実施

した。BBEC フェーズ 2 は、BBEC フェーズ 1 の成果を踏まえ、政策実施のための複数・

多岐にわたる関係組織間の連携・調整機能強化を行った。BBEC フェーズ 2 では、プロジ

ェクト開始当初から、効果的に関係組織間の連携・調整機能を強化するための手段とし

て、ラムサール条約や MAB などの国際的なイニシアティブを戦略的に活用した。その結

果として、キナバタンガン河・セガマ河下流域がラムサール条約登録地になり、また、

CRP 及びその周辺域が MAB 登録地となる見込みである。このような国際イニシアティブ

の活用は関係機関のガバナンス向上とサバ州関係者の保全に対する意識向上に大きく貢

献した。 

後継プロジェクトでは、サバ州の生物多様性戦略の実施を通じて、マレーシア全体の

国家生物多様性戦略作成と愛知目標の達成への貢献を目指している。州レベルから国家

レベル、国際レベルへの展開を明確に視野に入れたプロジェクトは JICA 事業の中でも極

めて少ない。今後は、BBEC フェーズ 2 で構築された政策支援の基盤を活用し、いかに具

体的な活動（Practical Action）を展開していくかが重要となるが、ラムサール条約や MAB

に加え、CBD への貢献も視野に入れることが重要となる。このような取り組みは、本件

後継プロジェクトのみでなく、自然環境保全・生物多様性保全分野における JICA 総体と

しても国際貢献という意味で極めて大きな意義がある。 

JICA は 2012 年 7 月にルーマニアで開催されたラムサール条約第 11 回 COP においてラ

ムサール条約事務局と連携協定（Memorandum of the Cooperation：MOC）を締結した。本

件後継プロジェクトではこの MOC の戦略的な活用も含め、国際貢献に向けて JICA 本部

と一体となって活動を実施していくことが必要である。 

 

(2) 地域に根差した活動 

上記のとおり、今後は BBEC フェーズ 2 で構築された政策支援の基盤を活用し、いか

に具体的な活動を実施していくかがポイントなるが、国際貢献を目指す一方で地域社会

や地域住民に便益をもたらす活動が必要である。具体的には、プロジェクトの対象地域

のラムサール条約登録地や MAB 候補地の緩衝地域（バッファーゾーン）及び移行地域（ト
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ランジッションエリア）の資源管理をいかに持続的に行うかである。これは土地利用の

問題であり、多くの関係機関の利害調整と関係する。BBEC で実施した政策支援の活動は

主に管理・計画部門の機関が C/P であり、「現場」で実際に活動を行っている関係機関と

の協力は限定的であった。地域住民の生計向上や地域開発は喫緊の課題であることにか

んがみ、後継プロジェクトでは持続的な農業、エコツーリズム、生態系サービスへの支

払い（Payment for Ecological Services：PES）などの活動を視野に入れた実証活動（フィー

ジビリティー調査とモデル開発）を行う計画である。そのためには、今後サバ州の中央

レベルの政策決定機関に加え、現場レベルの関係機関（郡関係機関、地域コミュニティ

等）との連携・協力関係の構築と強化が求められる。現場レベルでのコミッティーの組

織化を通じて、地域住民の生計向上のための活動を実施するために、現場レベルの実施

体制を早期に構築することが必要である。 

 

(3) 知識の整理・発信とネットワーク構築 

これまでの 10 年間の協力を通じ、多くの教訓、知見、情報がサバ州に蓄積されている。

今後、これらを知識に翻訳・加工し、対外的に発信していくことが必要である。また、

これら知識の発信を通じ、他の人（個人）や組織とのネットワークを構築していくこと

が必要となる。連邦政府とも連携・協力し、また国連機関や非政府組織（Non-Governmental 

Organization：NGO）等と協力し、セミナーやシンポジウムを開催するほか、プロジェク

ト活動の成果を書籍等に整理し、対外的に公表していくことなどが想定される。特に、

これまでの協力で課題となっていた連邦政府との連携やサバ州の知識の他州への普及に

ついては、その方策について重点的に検討・実施することが必要である。 

国内外からサバ州が「アジアの COE」に相応しいと評価されるためには、知識の体系

化と発信を継続的に実施していくことが不可欠である。 

 

(4) 少ない投入で大きな成果を生み出すプロジェクトの実施 

現在のマレーシアの経済状況を考えると、本プロジェクトに大きな投入を行うことは

現状難しい。一方で、科学技術協力と草の根技術協力（JICA Partnership Programme：JPP）

（2 件）の実施が既に確定している。このような状況を考えると、本件プロジェクトの投

入は BBEC フェーズ 1 と BBEC フェーズ 2 に比較して小さいものの、JICA の投入全体と

しては大きな投入となる。したがって、本件プロジェクトは他の協力との連携強化を通

じて、相乗効果を発揮することが期待されている。 

また、各協力の進捗管理は個々に行うものの、JICA 事業全体の進捗管理は本件プロジ

ェクトが実施すべきである。本件プロジェクトは JICA 事業全体の調整機能や司令塔の役

割を担い、サバ州の JICA 事業全体の窓口として、サバ州や連邦政府との交渉や協議を行

うことが必要である。 
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２－３ 鍛治団員所感 

このプロジェクトのめざすところは、「持続可能な開発」がプロジェクトの名称と目的に

明記されたことで明らかである。これは、サバ州の生物多様性と生態系を保全すること、

すなわち、BBEC フェーズ 2 の成果である SBS の着実な実施が持続可能な開発に貢献し、

愛知ターゲットの目標達成につながるとの認識によるものである。したがって、プロジェ

クトで行うべきは、10 年にわたる BBEC の成果を活用した現場での具体的な保全活動の実

践であり、活動を通じて参加型管理を定着させていくことである。プロジェクトに関係す

る組織や制度については、現地での活動に必要となるものをのぞき、BBEC で強化された既

定のものを十分に活用することが肝要である。プロジェクトの性格上、C/P や関係者が広範

で数が多いのはやむを得ないが、活動内容に応じて参集範囲を限定したり、限られた人材

と時間を行政的な調整や手続きに費やすことは最小限にすべきである。また、プロジェク

ト活動を続けていく中で、機能しない組織や制度がある場合は、現実的な観点から制度等

を見直して制度・組織の合理化を図ることも必要である。なお、SBS は 2014 年に改訂予定

の国家の生物多様性戦略との整合が図られることになるが、BBEC の成果により先行してい

るサバ州の経験が国家戦略に反映されることを期待する。 

プロジェクトの対象地である LKSW と CRBR は、いずれも制度的に保全が担保された保

護地域（コアエリア）と、制度でカバーされていない緩衝地域（バッファーゾーン）など

からなり、両地域とも、保護地域（コアエリア）と緩衝地域（バッファーゾーン）などの

担当部局が異なる。プロジェクト活動は、保護地域（コアエリア）の担当部局が緩衝地域

（バッファーゾーン）も含めて Lead Agency として多くの関係者を束ねて行われることにな

る。Lead Agency は、自分の所管にとらわれることなく、保護地域（コアエリア）を守るた

めに必要な施策を関係者に提示し、協力と参加を促して欲しい。参加型保護区管理につい

ては、既に BBEC で CRBR の保護地域（コアエリア）にあたる CRP におけるコミュニティ

利用ゾーン（Community Use Zone：CUZ）事業を実施してきたが、目的を完全に達成したわ

けではない。CUZ に比べてはるかに広い地域を対象とし多くの関係者が存在する CRBR の

管理に当たっては、より広い視野で保護区をとらえる必要があり、その結果、今まで気づ

かなかった CUZ 問題解決の糸口が見つかる可能性がある。MAB 登録は、サバ公園局（Sabah 

Parks：SPs）を自己完結型から参加型にシフトさせる可能性を持っている。 

地元住民の参加を促すためには、地域の生活が保護地域（コアエリア）のもたらす自然

の恵みによって成り立っていることを、地域住民が実感として認識することが重要である。

ところが、LKSW の場合は、緩衝地域（バッファーゾーン）が保護地域（コアエリア）の

上流域にあるため、緩衝地域（バッファーゾーン）の住民や事業者が水資源の観点から保

護地域（コアエリア）の生態系サービスを実感するのは難しい。その点において、この地

域を対象にした他の 2 つの JICA 事業は有効である。エコツアーなどの観光は、経済的な効

果だけでなく、住民が旅行客と接することにより地域の自然を見直し、そのすばらしさに

気づく効果もある。CRP の一部を見ただけであるが、利用面が手薄であるとの印象をもっ
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た。SPs は、ソフトとハードの両面から魅力的で親しみやすい公園づくりを目指すべきであ

る。そのことが、公園が地域の人達に受け入れられることにつながるのである。 

今回の調査では、地域の生計向上の観点から、農村地帯にある民宿と地球環境ファシリ

ティ（Global Environmental Facility：GEF）資金による国連環境計画（United Nations 

Environment Programme：UNEP）プロジェクト（農業支援）の現場を見た。水田地帯にある

民宿は、SATOYAMA 的景観が魅力であり、もう少しの清潔さと快適性が確保されれば十分

であると感じたが、対応してくれた管理人は、周辺に見所がないことをネガティブにとら

えていた。エコツアーを提供する側は、旅行客の属性や嗜好を十分把握する必要があり、

酪農学園の事業にはそのことを期待する。また、環境配慮型農業や地域計画の専門家のア

ドバイスを受けながらプロジェクトを進めることが望ましい。 

 

２－４ 米田団員所感 

サバ州における持続可能な開発と保護地域 

(1) はじめに 

保護地域は生物多様性・生態系保全の基本的なツールであり、災害や気候変動の緩和

にも重要な役割を果たしている。しかし、保護地域は土地利用や資源採取の制限を伴う

ため、地域住民との軋轢も生じる。BBEC 後継案件詳細計画調査の一環として、サバ州に

おける保護地域設定の経緯と BBEC プログラム中に設定された保護地域をレビューした

上で、持続可能な開発と保護地域の役割の観点から、保護地域周辺の緩衝地域（バッフ

ァーゾーン）の保全管理に焦点を当てた今後の方向性を所感として取りまとめた。 

 

(2) サバ州の保護地域 

サバ州の保護地域は、植民地時代の 1930 年に制定された土地法における保全地域設定、

及び独立後に英国による協力で 1968 年から 1975 年に実施された全州の土地利用分級に

おける環境保全地域区分がベースとなっている（ただし、バードサンクチュアリーなど

は個別に指定されてきた）。サバ州の法令に基づく保護地域としては、特別法により 1964

年にキナバル山公園（2000 年世界遺産登録）が設立され、1968 年制定の森林法による保

護林（Forest reserve）設定、1984 年の公園法による国立（州立）公園設定、1997 年の野

生動物法による野生生物保護区設定が行われてきた。また、1990 年代以降、ダナムバレ

ーやマリアウベイシンなど森林法による大面積保護林のいくつかが、森林保護地域

（Forest conservation area）として実質国立公園と同様の保護地域扱いを受けるようになっ

た。マレーシアの憲法の規定により保護地域は連邦政府による計画・管理でなく、州独

自に設定・管理している。 

BBEC フェーズ 1 で作成されたサバ州の保護地域マスターリストから 2006 年時点での

98 カ所の保護地域の年代別の設置状況を見ると、1950 年代以前が 1 カ所、1980 年代 80

カ所、1990 年代 15 カ所、2000 年代 2 カ所となっている。1980 年代設立の保護区が多い
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のは、1984 年の公園法による国立公園の設置とあわせ、森林法による保護林指定区分換

えにより 1984 年設置の保護地域が多数をしめている（キナバル公園もマスターリストで

は 1984 年設置となっている）。BBEC プログラム開始（2002 年）後の保護地域として、

サバ州森林局（Sabah Forestry Department：SFD）管理の保護林では Nurod-urod 原生保護

林（1,705 ha）が 2003 年に、Kebun Cina Amentiy 森林保護区（149 ha）が 2006 年に登録さ

れた。国立公園では Tun Sakaran Marine Park（Samporna Islands）（1 万 80 ha、海域を含め

ると 3 万 4,000 ha）が 2004 年に、野生生物保護区では LSWCA（湿地を含め約 4,500 ha）

が 2012 年に承認された。BBEC フェーズ 2 期間中の 2008 年にラムサールサイトに登録さ

れた LKSW は、2006 年時点の保護地域マスターリストに含まれていた既存の 2 つの森林

保護区及び 1 つの野生生物保護区をあわせて指定したものであり、保護地域面積の拡大

には結びついてない。サバ州の陸域保護地域面積は、2006 年時点で 117 万 4,398 ha、州面

積（736 万 3,100ha）に対する面積カバー率は 15.95%であった。これに、マスターリスト

に含まれてない Tun Sakaran Marine Park の陸域面積及び LSWCA を加えると 118 万 8,978 

ha、州面積に対するカバー率は 16.15%となる。海域保護地域は、Sabah Biodiversity Strategy 

(draft)（2012）によれば 10 万 2,001ha、サバ州沿岸海域の 1.95%をカバーしている。陸域、

海域とも保護地域のカバー率は現状では愛知ターゲット（陸域 17%、海域 10%）に比べ

低い値となっている。 

 

(3) 保護地域の協働管理 

サバ州の人口密度（43 人/km2、2009 年）はアジアの中では比較的低いが、新規の保護

地域設定や既存の保護地域拡張では、地域住民による資源利用地や村落を取り込む形で

設定せざるを得ない。2004 年に設定された Tun Sakaran Marine Park は、公園内に約 2,000

人の居住者がいる。SBS（案）では、目標 3.1 として 2022 年までに陸域保護区面積カバ

ー率を 20%まで高めることを設定している。目標達成のため保護地域を拡大すると、さ

らに多くの村落を保護地域内に含む形となる。BBEC では住民と保護地域の共生として、

フェーズ 1 で CRP 内に CUZ を設定することを提案し、フェーズ 2 において CUZ の協働

管理支援、流域を含む LKSW 管理計画作成及び河川の汚濁防止環境教育などの取り組み

を行った。 

BBEC 後継案件対象地の CRBR は生物圏保存地域（Biosphere Reserve：BR）として、保

護地域（コアエリア）が生み出す利益の保護地域境界を越えた利益配分とそのための協

働管理を進めるとの考えから、保護地域（コアエリア）が提供する生態系サービス（水

資源、災害低減、非木材資源の持続可能な利用、観光資源など）の緩衝地域（バッファ

ーゾーン）住民への衡平な配分及び緩衝地域（バッファーゾーン）の住民の生計向上を

通じて、保護地域（コアエリア）への人間活動の圧力を減らすための取り組みが重要と

なる。LSKW においても CRBR と同様に、保護地域（コアエリア）（ラムサール条約登録

湿地）が提供する生態系サービス（LSKW では魚類資源、湿地の炭素貯蔵、海岸保全機
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能も重要）の維持のため、上流の緩衝地域（バッファーゾーン）の参加型管理が重要と

なる。このような考えは、保護地域の協働管理として世界各地で提案されている。しか

し、その実践には困難な点も多い。BBEC 後継案件はこの課題に挑戦するものである。 

 

(4) 今後の取り組み 

保護地域とその緩衝地域（バッファーゾーン）の保全管理を成功させるためには、

BBEC 後継案件において次のような取り組みが重要と考える。 

1) 住民との対話を通じて、保護地域が生み出す生態系サービス、生物多様性の価値に

関する共通理解を進める（環境教育活動などにおける生態系サービス価値の住民説

明の強化） 

2) 住民の生計向上支援により、土地資源を含む保護地域資源への依存を減らし、保護

地域の生態系サービスの維持・持続可能な利用の担保性を高める。 

3) LKSW と CRBR の管理計画ではトップダウン計画だけでなく、村落レベルにおける

生態系・生物多様性の保全と持続可能な利用を統合した地域ランドスケープ計画と

いうべき計画作成支援を併せて行うことを検討する（コミュニティ・ベース生態系・

資源管理計画への支援）。 

4) 生態系・生物多様性の知識向上と住民の生計向上を結びつける手段として、CRBR

と LKSW における研究活動・研究者誘致を進める（研究活動に伴う地元での消費・

雇用増）。 

 

これらの取り組みを進めるため、州政府としては次のような活動が重要であると考える。 

1) 州保護区システムを構築し、国立公園、森林保護区、野生生物保護区などの統一的

管理を進める。併せて、保護地域マスターリストの定期的更新と保護地域タイプ別

〔例えば国際自然保護連合（International Union of Conservation of Nature and Natural 

Resources：IUCN）保護地域類型別〕に保護地域（コアエリア）及び緩衝地域（バッ

ファーゾーン）など保全管理区分を行う。 

2) 保護地域の緩衝地域（バッファーゾーン）のコミュニティの社会経済指標の定期的

モニタリングを行う（人口指標、社会的移動、土地利用、職業構成、収入など）。 

3) 保護地域の緩衝地域（バッファーゾーン）の地域ランドスケープ計画として、従来

の Town and Regional Planning に生態系サービス維持の観点を加えた地域土地利用計

画としていくことを検討する（地域ランドスケープ計画では SATOYAMA イニシアテ

ィブによる取り組みが参考になる）。 

4) 農林水産業分野における住民の生計向上では、安易に外来の生物資源を導入するこ

となく、州固有の生物資源の活用、その遺伝子資源の保全及び地域住民の伝統的知

識の維持に注意する。 

 

12



 

 

このような保護地域とその緩衝地域（バッファーゾーン）における保全管理への取り

組みは、生態系・生物多様性保全における Asian Centre of Excellence としてのサバ州の地

位を高め、SBS の実施、愛知ターゲットへの州としての貢献及びサバ州の持続可能な開

発に結びつくと考える。 
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第３章 関連セクターの状況 

 

３－１ 生物多様性保全と利用に関する世界の動向 

 CBD と COP 

生物の生息環境の悪化及び生態系の破壊が過去にない速度で進行し、結果として野生

生物の種の減少や絶滅などに対する懸念が深刻なものとなっている事情を背景に、希少

種の取引を規制する国際条約（絶滅の恐れのある野生動植物の種の国際取引に関する条

約3）や特定の地域の生物種の保護を目的とする国際条約（ラムサール条約等）を補完す

る国際的な枠組みを設ける必要性が 1980 年代から議論されるようになった。1987 年の

UNEP管理理事会の決定によって設立された専門家会合における検討及び 1990年 11月以

来 7 回にわたり開催された政府間条約交渉会議における交渉を経て、1992 年 5 月 22 日、

ナイロビで開催された合意テキスト採択会議において、CBD は採択された。 

CBD は、1）生物多様性の保全、2）生物多様性の構成要素の持続可能な利用、3）遺伝

資源の利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分を目的とする。本条約は、1992 年リオ

デジャネイロで開催された、「環境と開発に関する国連会議（United Nations Conference on 

Environment and Development：UNCED）」における主要な成果として公開され、現在まで

193 カ国が条約に参加し、日本及びマレーシアは CBD を批准している。 

1994 年からおよそ 2 年に 1 度の頻度で、COP が開催され、2010 年 10 月に名古屋で開

催された COP 10 まで 10 回行われた。並行して、特定課題を協議する議定書締約国会合

（Meeting of the Parties：MOP）も開催されている。2010 年の COP 10 では、日本を議長国

として、合意困難と見られていた厳しい交渉を乗り越え、遺伝資源へのアクセスと利

益配分（Access and Benefit-Sharing：ABS）に関する「名古屋議定書」や、2011 年以降の

新戦略計画である「愛知目標」が採択された。また、遺伝子組み換えが生物の多様性保

全及び持続可能な利用に及ぼす可能性のある悪影響を防止するための措置、いわゆる

バイオセーフティに関して、2003 年に発効した「カルタヘナ議定書」の責任及び救済に

関する「名古屋・クアラルンプール補足議定書」などが採択された。 

日本は、愛知目標の達成に向けた開発途上国の能力養成等を支援するために「生物多

様性日本基金」として 40 億円を条約事務局に拠出した。また、名古屋議定書の早期発効

を促すため、途上国への技術移転のための新たな基金を世界銀行に設置し、10 億円の拠

出を行った。本基金は、地球規模多国間利益配分制度の必要性の検討に資するパイロッ

ト事業に活用されている。 

マレーシア政府は、2009 年に「第 4 回 CBD に関する国家報告書」を作成して CBD 事

務局に提出している。ここでは、CBD と COP での取極めに関するマレーシアの取り組み

と進捗、課題や今後の計画を報告している。また、2008 年には「グローバル環境管理と

                                                        
3 通称、ワシントン条約 
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国家能力行動計画のための国家能力ニーズ自己評価報告書」を作成し、CBD 事務局に提

出している。ここでは、今後マレーシアが CBD を推進していくために必要な能力の分析

を行い、能力向上のための計画を提示している。 

2012 年 10 月に、第 11 回の COP がインドのハイデラバードで開催され、名古屋議定書

の発効見込みの評価や、愛知目標の達成に向けた進捗状況（国家生物多様性戦略の策定

作業の進捗や広報教育啓発活動（Communication, Education and Public Awareness：CEPA）、

クリアリングハウス・メカニズム（Clearing House Mechanism：CHM）に関する能力強化

活動の進捗など）の確認、生物多様性保全に必要な資金動員戦略の分析、「国連生物多様

性の 10 年」の普及・拡大〔世界貿易機構（World Trade Organization：WTO）や国連貿易

開発会議（United Nations Conference on Trade and Development：UNCTAD）などの経済分

野機関との連携の強化や、ビジネスと生物多様性イニシアティブの優良事例の普及、プ

ラットフォームの拡大など〕に関する議論などが行われる予定である。 

 

 国連生物多様性の 10 年（2011 年～2020 年） 

2010 年に名古屋で開催された COP 10 で、2011 年から 2020 年までを「国連生物多様性

の 10 年」とする勧告が決定され、同年の第 65 回国連総会で採択された。国連生物多様

性の 10 年は、2011 年から 2020 年までの期間に生物多様性の愛知目標の達成に寄与する

ために宣言され、以下の 3 つの戦略目標を掲げている： 

(1) 生物多様性 2011 年～2020 年戦略計画と愛知目標の履行を支援するための枠組みを

提供する（国・地域・国際レベルで、履行のための能力開発の支援とマイルストー

ン（中間目標）の達成進捗情報共有化のプラットフォームづくり）。 

(2) 戦略計画と愛知目標到達のための指針（資金動員や相乗効果実現のための複数活動

の調整などに関して）を提供し支援する。 

(3) 生物多様性問題を市民に認知させることを続ける。 

 

 SATOYAMA イニシアティブ 

2010 年に名古屋で開催された COP 10 で、生物多様性の保全と持続可能な利用に関する

有効な手段の 1 つとして、「SATOYAMA イニシアティブ」の推進が決議され、「SATOYAMA

イニシアティブ国際パートナーシップ（International Partnership for the Satoyama Initiative：

IPSI）」が発足した。保護地域などによって原生的な自然を保護するだけでなく、人間の

営みにより長い年月維持されてきた二次的自然地域も保全することで、自然資源の持続

可能な利用を実現し、人の福利と生物多様性保全を両立させることが可能との共通認識

のもと、世界各地の自然共生社会の実現を推進する取り組みが「SATOYAMA イニシアテ

ィブ」である。 

SATOYAMA イニシアティブでは、社会生態学的生産ランドスケープの維持及び再活性

化のための 3 つの行動指針（多様な生態系のサービスと価値の確保のための知恵の結集、
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革新を促進するための伝統的知識と近代科学の融合、伝統的な地域の土地所有・管理形

態を尊重したうえでの新たな共同管理のあり方の探求）と 5 つの視点（環境容量・自然

復元力の範囲内での利用、自然資源の循環利用、地域の伝統・文化の価値と重要性の認

識、多様な主体の参加と協働による自然資源と生態系サービスの持続可能で多機能な管

理、貧困削減・食糧安全保障・生計維持・地域コミュニティのエンパワーメントを含む

持続可能な社会・経済への貢献）を掲げている。 

SATOYAMA イニシアティブでは、世界的な情報共有や議論のプラットフォームとして、

国際機関や各国政府、地方政府、市民社会、企業、NGO、大学及び研究機関などが参加

する IPSI を立ち上げた。また、里地里山の調査の支援を行い、さまざまな研修会や検討

会を世界中で開催し、人材育成に貢献している。さらに、関係組織と連携してモデル事

業の実施を支援し4、事例集やマニュアル・手引きなどを作成し、ポータルサイトを充実

させながら情報発信している。 

 

 国連持続可能な開発会議（リオ+20 または地球サミット 2012） 

1992 年に開催された「環境と開発に関する国連会議（通称地球サミット）」の 20 周年

を記念して、2012 年 6 月 20 日から 22 日まで、ブラジルのリオデジャネイロで「国連持

続可能な開発会議（リオ+20）」が開催され，国連加盟 188 カ国及び 3 オブザーバー〔欧

州連合（European Union：EU）、パレスチナ，バチカン）から 97 名の首脳と多数の閣僚級

（政府代表としての閣僚は 78 名）が参加し、各国政府関係者、国会議員、地方自治体、

国際機関、企業及び市民社会から約 4 万人が参加した。 

公式協議では、持続可能な開発を達成し、貧困を撲滅するためのグリーン経済の構築

と、持続可能な開発に向けた国際的調整の改善という 2 つがメインテーマとなった。本

会合の結果、成果文書「私たちの望む未来（The Future We Want）」が採択された。同文書

では、1）グリーン経済は持続可能な開発を達成する上で重要なツールであり、それを国

が追求する共通の取組みとして認識する、2）持続可能な開発に関するハイレベル・フォ

ーラムの創設、3）都市、防災を始めとする 26 の分野別取り組みについての合意、4）持

続可能な開発目標（Sustainable Development Goals：SDGs）について政府間交渉のプロセ

スの立ち上げ、5）持続可能な開発資金調達戦略に関する報告書を 2014 年までに作成す

ることなどが提唱われている。 

参加国間の考え方に依然隔たりが多い点もあり、今後更に議論を深める必要があるも

                                                        
4 GEF を活用した小規模グラントプログラム（Small Grant Programme: SGP）と、CBD 事務局に拠出している「生物多様

性日本基金」のうちの、200 万ドルの協調出資により「SATOYAMA イニシアティブ推進プログラム」（略称：COMDEKS）
が 2011 年 6 月 28 日に立ち上がった。具体的には、地域コミュニティによる社会生態学的生産ランドスケープ（二次的

自然環境）の維持・再構築のための現地活動を支援するとともに、その現地活動の成果に関する知見を集約・発信して

いる。現在、CBD 事務局、国連大学高等研究所（UNU-IAS）、UNDP で決めた第一次対象国（カンボジア、インド、ネ

パール、フィジー、エチオピア、ガーナ、マラウイ、スロバキア、トルコ、ブラジル、グレナダの 11 ヶ国）において、

現地活動地域が選択され、現地活動が始まった。マレーシア政府はまだ IPSI のメンバーに入っておらず、交渉における

SATOYAMA イニシアティブへの強力な支持が見られないため、対象国に選ばれていないが、2012 年に第二次対象国を

選考する予定で、マレーシア政府の SATOYAMA イニシアティブに対する取り組み次第では、第 2 次対象国に選ばれる

可能性がある。 
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のの、グリーン経済への移行について途上国が一定の理解を深め、国際社会全体として

前向きなメッセージが出せたことが最大の成果である。制度的枠組みについても、新た

にハイレベルのフォーラム設置や、UNEP の強化に合意したほか、SDGs がポストミレニ

アム開発目標（Millennium Development Goal：MDGs）に統合されることに合意するなど、

将来の開発の在り方に筋道が付けられた。 

日本政府は、1）「環境未来都市」の世界への普及、2）世界のグリーン経済移行への貢

献、3）災害に強い強靱な社会づくりの 3 つを柱とした「緑の未来イニシアティブ」を表

明した。これらには、途上国関係者の東北震災被災地への招へい、国際会議の主催、現

行の東アジア低炭素パートナーシップ対話やアフリカ・グリーン成長戦略等の強化、二

国間オフセット・クレジット制度の構築、再生可能エネルギー分野等の気候変動分野に、

今後 3 年間で 30 億ドルの支援、さらに、防災の主流化のために今後 3 年間でさらに 30

億ドルの支援などが含まれる。 

 

３－２ マレーシア国の生物多様性保全・利用政策 

 サバ州の自治政策 

マレーシアは歴史的に各地域に宗教的指導のスルタンがいることなどから、州の独自

性を尊重した連邦制を採用している。各州はそれぞれ元首のもと、国家に準じた位置づ

けがなされている。ただし、歴史的経緯の違いから、統治機構や権限は州によって異な

る。ボルネオ島に位置するサバ州とサラワク州が 1963 年にマレーシアと合併したが、そ

の歴史的な経緯から、両州には他州以上の自治権が与えられている。 

サバ州合併時に州は高い自治権を要求し、連邦政府との間にいわゆる「20 項目合意」

がなされ、自治権に関する基本的な考え方が合意された。その一部は憲法にも反映され

た。今日のサバ州の立法権限の分野は表２のとおりである。 

 

表２ サバ州の立法権限分野 

サバ州の立法権限所轄 連邦との共同所轄 
土地、鉱物資源 州法で扱う犯罪の設定 食品品質管理 
農林内水産業 州主体のための調査 15ｔ以下の船舶航行 
地方自治 州政府管轄事項の損害賠償 水力発電 
地方独自の諸事業 先住民族の慣習法 農林業の統計調査 
公共事業 州法に基づく法人設立 慈善活動団体 
州政府機構 港湾 劇場などの娯楽施設全般 
鉄道 土地台帳の調査 間接選挙による州議会議員選挙

州休日 図書館、博物館、歴史的文

化遺産 
保健 

河川事業  

生物多様性に関する所轄は明記されていないが、生物多様性は土地に属するというの

がサバ州側の基本的な考え方であり、州の所轄と理解している様子で、連邦側もそれを

受け入れている様である。 
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合併当時のサバ州の要求とは異なり、憲法上サバ州は国家と同等レベルではなくあく

までもそれに準じる位置づけで、20 項目合意もすべてが憲法に反映されているわけでは

ない。また、財政的に連邦政府からの交付金や補助金事業などに州の運営は依存してお

り、一定の自治権のなか、中央集権的な国家体制に取り込まれ、連邦の影響力は年々増

しているといわれる。ただし、サバ州住民の感情の中に、サバ州の強い自治権と高い地

位の意識があり、連邦政府職員もサバ州の課題に介入すること関して全般に慎重である。 

 

 第 10 次マレーシア計画（2011 年～2015 年） 

マレーシアの国家運営は、定期的に打ち出される 5 カ年計画（マレーシア計画）を基

に行われる。現行の計画は、2010 年に策定された「第 10 次マレーシア計画」である。 

第 10 次マレーシア計画で、「われわれの環境資源（Environmental Endowments）の価値

化」は「10 個のビッグアイデア」の 1 つと位置づけられ、同計画では国家を高所得経済

へ転換するための「5 つの推進力（Drivers）」を特定している。その 1 つが「生活の質を

向上する環境づくり」で、この推進力のもと「7 つの主題（Focuses）」が掲げられている。

その 1 つが「現存する資源の賢明な管理と保全を通じて、現代のマレーシア人が将来の

マレーシア人に対して責任を果たすことを保障する」である。その活動のための予算措

置がとられている。 

 

 国家生物多様性政策（1998 年）と国家生物多様性戦略と行動計画（策定中） 

国家生物多様性政策（1998 年）は、1996 年から開始した国家生物多様性調査の結果を

基に、CBD を実施する義務と要件を満たすために策定された。政策では、生物多様性の

保全と持続的な利用に関する長期的方針や戦略、行動計画が示され、関連セクターにお

ける政策やその実施における生物多様性主流化の包括的な枠組みを示している。政策に

は以下の事項が含まる： 

(1) 国家の生物多様性保全と持続的な利用に関する展望と声明文及び基本原則 

(2) 生物多様性に関する国家目標、保全と持続的利用の根拠 

(3) 生物多様性の効果的な管理に関する戦略と行動計画 

1998 年の生物多様性政策の制定を受けて、2001 年には首相を議長とする「国家生物多

様性バイオテクノロジー委員会（National Biodiversity and Biotechnology Council：MBBN）」

が設置された。また、2004 年に環境政策の推進と環境問題への取り組みを強化するため

に、政府組織を再編して、環境対策に特化した「天然資源環境省（Ministry of Natural 

Resources and Environment：NRE）」を設立した。 

2010 年に名古屋で開催された CBD COP 10 において、参加国はそれぞれ 2014 年までに

「国家生物多様性戦略と行動計画」を策定することを合意した。マレーシア国は、既に

1998 年に政策を策定しているが、1998 年当時とは国を取り巻く状況や国内の状況が変化

しており、現在政策の更新と戦略の策定を進めている。「国家生物多様性戦略と行動計画」
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の策定のために、GEF の資金を活用することが正式に決まった模様で、今後策定作業が

加速することが期待される。 

 

 国家環境政策（2002 年） 

環境的に健全で持続的な開発を目指すため、2002 年に国家環境政策が打ち出された。

政策の 3 つの目的の 1 つとして「マレーシア社会のすべてのセクターによる効果的な参

加とともに、マレーシアの独特で多様な文化・自然遺産の保全」が掲げられている。研

究開発や経済の効率化、社会平等、責任と責務を通じた環境的な健全性を推進するため

に、幅広い戦略アプローチが採用されている。 

生物多様性に関連する重要な戦略は、戦略 2「自然資源と環境の効果的な管理」である。

この戦略は以下を含む。 

(1) 環境と自然資源に関する国家インベントリーと監査を維持管理して定期的に更新

し、特に自然資源の枯渇と復元力に着目して、政策策定と意思決定の指針としての

役割を果たす。 

(2) 生物学的に豊かな生息地と生態系を有する自然資源地域を、土着の動植物と遺伝資

源を保全・保護するゾーンとして確立・維持する。 

(3 持続的な経済便益と環境の安定、生態的均衡、現地住民の社会的安定を保証するた

めに、森林とその資源を持続的に管理する。 

(4) 海洋や海岸地域、湖水、河川、マングローブとその他の湿地、諸島、海草、サンゴ

礁などが環境的に健全な形で管理される。これらには生態的に持続不可能な海洋・

水生生物の捕獲の防止が含まれる。 

 

 国家林業政策（1992 年） 

最初の国家林業政策は、1977 年に国家林業委員会が承認し、1978 年に国家土地委員会

が是認した。国際社会が支持する生物多様性保全と遺伝資源の持続的な利用の重要性や、

森林管理における地域住民の役割などを認めるため、1992 年に政策は改訂された。政策

の中で生物多様性に関連する事項は以下のとおりである。 

(1)合理的な土地利用の概念のもと、十分な土地を永久林地として各地に戦略的に指定

する。永久林地を以下の 4 つの主要機能に分類して管理する。 

1）保護林 

2）経済林 

3）快適環境林（Amenity Forest） 

4）演習林 

 

(2）林業教育やその他の科学研究を目的に特定された地域を含め、特有の動植物相を有

する地域の生物多様性を保全する。 
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(3) 地方及び都市部のニーズを満たすコミュニティ林業に関する包括的なプログラム

を推進し、アグロフォレストリー事業などを含む林業管理事業に地元コミュニティ

を積極的に関与させる。 

(4) 森林からの便益極大化を目的とした林業と、林産物に関する集中的な研究の実施と

支援を行う。 

 

 国家湿地政策（2004 年） 

2004 年に、湿地の保全と賢明な利用を目的とした国家湿地政策が閣議決定された。こ

れは、湿地機能からの便益の持続と、ラムサール条約の義務を果たそうというものであ

る。政策の目標として、以下が記されている。 

(1) さまざまな種類の湿地を保護し、保全する。 

(2) 水源や流域と統合した形で湿地を管理する。 

(3) 湿地の産物を持続的に利用することで湿地の社会経済的便益を最適化する。 

(4) 湿地保全の課題を自然資源全般の資源計画、管理、意思決定に統合する。 

(5) 湿地に関する科学的、技術的知識を増強する。 

(6) 湿地の機能と便益に関する一般市民の正しい認識を増強する。 

(7) 荒廃した湿地を復旧する。 

上記の目標を達成するため、4 つの戦略が示されている。 

(1) 保全と賢明な利用に関する法制度の確立 

(2) すべての利害関係者の取り組みの調整 

(3) 地方湿地の調査推進 

(4) 湿地の機能と便益に関する利害関係者の正しい認識強化 

 

 国家バイオテクノロジー政策（2006 年） 

「国家バイオテクノロジー政策」は、既に確立された社会的・倫理的規範に基づくバ

イオテクノロジー開発からの便益を活用するため、主要な利害関係者との協力を含む政

府の枠組みを示している。主要な政策目標の 1 つとして、特有の生物多様性と自然環境

を活用した農業の振興と、自然資源の付加価値を高めることが挙げられている。 

 

 国家グリーンテクノロジー政策（2009 年） 

2009 年 4 月、エネルギーグリーンテクノロジー水道省が設置され、グリーンテクノロ

ジーを通して国内経済の活発化及び持続可能な発展を目指す「国家グリーンテクノロジ

ー政策」が同年 7 月に導入された。2009 年 10 月には、環境にやさしい技術の提供・利用

を行う企業を対象に、15 億リンギットの予算で融資を行う「グリーンテクノロジー融資

スキーム」が発表され、政府が金利の 2%を負担し、更には融資資金の 60%を政府保証す

る政策を打ち出した。 
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第 10 次マレーシア計画で国家グリーンテクノロジー政策を後押ししており、財政面で

は融資の推進と税の優遇措置、マーケティング面では、エネルギーグリーンテクノロジ

ー水道省がマレーシア標準工業研究所（Standards and Industrial Research Institute of 

Malaysia：SIRIM）と協力して、国際標準と合致したエコラベル及び国家規格を開発して

いく。 

 

 国家バイオマス戦略 2020 年（2010 年） 

2010 年の時点で、パーム・オイル産業からだけでも 8,000 万 t のバイオマスが生産され

たといわれるなか、その活用はマレーシアでは遅れている。そこで、戦略ペーパーでは

以下の方針を打ち出している。 

(1) バイオマスは焼却から利用へと発想と行動を転換 

(2) バイオマスをペレットに活用する工場の建設 

(3) 民間セクターの参画 

(4) バイオマスの輸送の効率化 

(5) パーム・オイル国家主要経済地域事業のもと、エントリーポイント活動の推進（ペ

レット工場への投資、パーム・オイルセンターの建設、バイオガスの生産、搾油糟

からの化学製品生産など） 

サバ州のバイオマス戦略は、現在その作成作業が進んでいる。 

 

 国家バイオ燃料政策（2006 年） 

化石燃料への依存を軽減し、安定した燃料供給を実現するために、特にパーム・オイ

ルに着目した政策が打ち出された。その内容の概略は以下の表のとおりである。 

 

表３ 国家バイオ燃料政策の概要 

短期 自動車燃料のマレーシア仕様の構築 － ディーゼルエンジンのためのヤシ・エタ

ノール ― 要件とテスト手法開発 
 特定の政府機関の車両が混合バイオ燃料を使用 

中期 エンジン保証書の確保 
 バイオディーゼルの義務化規定の策定 

長期 混同ディーゼルにおけるヤシ・エタノールの割合が徐々に増加 
 マレーシアのバイオ燃料技術をマレーシアと海外のより多くの企業が採用 

 

 日本・マレーシア環境・エネルギー協力イニシアティブ 

2010 年 4 月、日本とマレーシアは、気候変動や生物多様性の保全といった環境問題の

重要性が国際社会において益々増加している状況を確認、これまで以上に先進的なグリ

ーンテクノロジーの導入・活用が必要であることを認識し、両国が二国間問題のみなら

ず地域や国際的な課題、特に環境・エネルギー分野で国際的・地域的取り組みに積極的

に関与していくことが有益であることを確認した。表４にある環境・エネルギー分野に
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おける両国間の協力を進めていく「日・マレーシア環境・エネルギー協力イニシアティ

ブ」を合意し、日マ経済連携協定等の枠組みを活用して更に協議していくことで一致し

た。 

 

表４ 日・マレーシア環境・エネルギー協力イニシアティブの協力分野 

1．環境 2．省エネルギー・再生可能エネルギー 
環境保全 
 環境管理行政の向上 
 環境に配慮した交通分野の対策推進 

省エネルギー 
 ビジネス・ミッションの派遣 

化学物質管理 
 化学物質管理の向上 

再生可能エネルギー 
 科学技術研究員派遣 
 新エネルギー人材育成 

廃棄物・リサイクル等 
 廃棄物削減の推進 
 3R 活動の推進 

基準認証 
 基準認証分野における取り組みの推進 

生物多様性保全 
 保全体制の確立 
 SATOYAMA イニシアティブの推進 

 

 

３－３ サバ州の生物多様性保全・利用政策 

 SBS（2013 年～2022 年） 

３－２－３にあるとおり、マレーシア政府は CBD-COP 10 の名古屋議定書にある「生

物多様性国家戦略」の作成を進めているが、生物多様性に関するサバ州の自治権をかん

がみ、国家戦略とは別に、2013 年から 2022 年までの 10 年間のサバ州の生物多様性戦略

を作成することとなった。JICA が実施している BBEC フェーズ 2 で、その作成を支援し

た。現在、戦略文書のドラフト作成は最終段階にあり、近々最終稿が関係当局に提出さ

れる見込みである。 

現在のドラフト戦略ペーパーでは、生物多様性の現況と脅威に関する分析結果を基に、

5 つの戦略（1. サバ州住民の関与、2. 生物多様性への圧力の軽減、3. 生態系の復元力の

構築、4. 生物多様性に対する理解向上、5. 生物多様性の管理能力の強化）と、それぞれ

の戦略に関連した 34 の公約行動、それぞれの行動に関連した 139 の活動が計画されてい

る。これらの実施を通じて、掲げられた 15 の目標の達成しようというものである。 

戦略の実施体制として、各利害関係者・組織の役割と責任を特定している。また、サ

バ生物多様性センターが調整機関と位置付けられ、その強化の必要性がうたわれている。

主席大臣が議長を務めるサバ州生物多様性評議会（Sabah Biodiversity Council：SBC）が戦

略実施の舵取りを行い、Advising and Monitoring パネルが設置され、戦略の実施に関する

技術的な助言を行うと共に、実施の一部を支援し、実施をモニタリングする。 

また、最初の 3 年間をフェーズ 1 とし、協力体制と資金調達を実施するとしている。

次の 3 年間をフェーズ 2 とし、戦略 2 と 3 に関連する活動を重点的に実施するとしてい

22



 

 

る。最後の 4 年間がフェーズ 3 で、すべての戦略と活動を終了する時期としている。 

 

 サバ州環境教育政策（SEEP） 

2009 年 4 月、BBEC フェーズ 2 でその作成を支援してきた SEEP がサバ州で閣議決定さ

れた。政策策定の過程で、政府関係機関の代表者はもとより、教師、ジャーナリスト、

NGO 代表者、開発専門家など、多くの利害関係者が参加する協議が数回行われ、州で環

境教育を推進するために必要なさまざまな知見が盛り込まれた包括的な政策となった。 

この政策で、「サバ環境教育ネットワーク（Sabah Environmental Education Network：

SEEN）」が設立され、政策策定に携わった利害関係者が組織化された。SEEN の発足によ

り、政策の実施を調整する母体ができ、SEEN が政策実施の進捗をモニタリングすること

になる。 

 

 サバ州海岸線管理計画（2005 年） 

サバ州海岸線管理計画は、州の 3 方を海に囲まれたサバ州の海岸線を効率的に開発、

保全、警護するために作成された包括的計画である。計画では、海岸線の高い保全価値

を分析し、海岸線の保全が内陸部の持続的な開発に欠かせないと指摘する。 

保全に関する重要な戦略として、マングローブ林の保全をあげている。具体的には、

いくつかの重要なマングローブ林を正式な保護区として認定することを計画しており、

その一部が既に実行されている。 

 

 サバ州水資源開発マスタープラン（1994 年） 

州の水資源開発と管理の包括的な枠組みを確立するため、1994 年にサバ州水資源開発

マスタープランが策定された。マスタープランでは、重要水源の具体的な開発が提言・

計画されており、その一部が実施されている。また、マスタープランでは水資源の複合

的な利用が分析されており、その価値は農業や水力発電に留まらず、運輸や観光、洪水

調整、環境保全にまで至るとしている。また、いわゆる「流域アプローチ」が提唱され

ており、適正な治水のために流域全体を総合的に管理するとしている。 

このマスタープランは、既に古くなっており、現在新たなマスタープランの策定が検討されてい

るが、実現するかは不透明である。 

 

 サバ州開発及び進歩の方針（ハラトゥジュ） 

サバ州の現政権の主席大臣は、就任直後の 2003 年 3 月、就任前からの選挙公約を正式

な州の方針として打ち出し、閣議決定された。これは、サバ州に開発と発展をもたらす

ための「サバ州開発及び進歩の方針（Halatuju Pembangunan Dan Kemajuan Negeri または

単純にハラトゥジュ）」と呼ばれる。この包括的指針では、6 つのアジェンダ・柱が示さ

れ、その 1 つである「経済アジェンダ」のもと、ゾーニングの概念が導入されている。
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経済開発を達成しながらも、健全な生態系を支える自然資源の保全のために、特定の地

域を保存するというものである。ハラトゥジュでは「サバ州のメガダイバーシティは、

大学や公的・民間機関による研究開発を通じて保護され、最適化されるべきである。バ

イオテクノロジーとバイオ経済は、サバ州のための新たな成長分野の 1 つとなる。」とし

ている。この方針に則り、州の「バイオテクノロジー政策」や「生物多様性戦略」など

を含む各種の政策やプログラムを打ち出し、より具体的な開発計画である「サバ州開発

コリドー（Sabah Development Corridor：SDC）」が作成された。 

 

 SDC（2008 年～2025 年） 

2008 年、サバ州の開発基本計画として SDC を発表した。国内総生産（Gross Domestic 

Product：GDP）を 2006 年時点の 160 億リンギットから、2025 年には 632 億リンギットに

引き上げる目標を掲げている。観光、物流、農業、製造分野をバランス良く発展させる

方針で、それぞれの分野に目標を設けている。また、90 万人の雇用創出により、失業率

を 2006 年の 5.8%から、2025 年には 3.5%まで低減させ、貧困問題の解決にも注力する方

針である。 

サバ州はフィリピン、中国、日本に近いという立地条件と、石油・ガス等の恵まれた

資源にもかかわらず、マレー半島の諸州に比べ経済的に劣っている。今回の SDC は、政

府主導により同州開発の底上げを図るものである。マレーシア政府は、サバ州の SDC 実

施のために、114 億リンギットを開発予算に加え、経済インパクトの大きい事業を対象に、

追加で 50 億リンギットを拠出する予定である。また、同州へ投資する外国企業に対して

は、投資インセンティブを付与する。 

計画期間の 18 年間を 3 期間に分け、開発は同州政府系の社会経済開発財団であるサバ

財団が中心となって行い、サバ州経済開発投資庁（Sabah Economic Development and 

Investment Authority：SEDIA）を設立して開発期間中 1,050 億リンギットの投資を呼び込

む計画である。 

同計画では、図 1 のとおり、各種ゾーンが特定されているが、一定地域が生物多様性

保全ゾーンや観光ゾーン（主にエコツーリズム）として設定され、持続的な生態系サー

ビスや資源供給を行う地域として確保されている。 
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図１ SDC における各種ゾーン 

３－４ 関連法規 

 マレーシアの関連法規 

生物多様性保全に関連するマレーシアの主要法規は、以下のとおりである。 

 Waters Act 1920  Plant Quarantine Act 1976 
 Land Settlement Ordinance 1933  Town and Country Planning Act 1976 
 Animal Act 1953 (Amended 2006)  National Parks Act 1980 
 Aboriginal People Act 1954  National Forestry Act 1984 
 Land Conservation Act 1960  Fisheries Act 1985 
 National Land Code 1965  New Plant Variety Protection Act 2004 
 Protection of Wild Life Act 1972  Biosafety Act 2007 
 Environmental Quality Act 1974  International Trade in Endangered Species Act 2008
 Pesticides Act 1974 
 Local Government Act 1976 

 

 サバ州の関連法規 

生物多様性保全に関連するサバ州の法規は、以下のとおりである。 

 Land Ordinance Cap 68 (1930)  Native Court (Native Customary Laws) Rules 1995 
 Land Acquisition Ordinance  Conservation of Environment Enactment 1996 
 Mineral Enactment  Wildlife Conservation Enactment 1997 
 Interpretation of the Native Ordinance 
1952 

 Cultural Heritage (Conservation) Enactment 1997 

 Fauna Conservation Ordinance 1963  Sabah Water Resources Enactment 1998 
 Forest Enactment 1968  Sabah Biodiversity Enactment 2000 
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 Forest Rules 1969  Environment Protection Enactment 2002 
 Sabah Forestry Development Authority 

Enactment 1981 
 Town and Country Planning (Amendment) 

Enactment 2002 
 Sabah Parks Enactment 1984  Environment Protection (Prescribed Activities) 

Order 2005 
 Native Court Enactment 1992  Environment Protection (Environmental Impact 

Assessment) Order 2005 

 

３－５ 政府関係機関 

サバ州政府は名誉職的な総督が州政府のトップで、州議会と内閣を形成する。内閣は、

首席大臣（Chief Minister）とその他の大臣で構成され、州の重要な決定は閣議で決定される。

総督が名誉職であるのに対し、首席大臣が実質的な州のトップにあたる。 

サバ州行政機構では、官僚のトップである官房長が各省庁を含むすべての行政施策の統

括責任者となっている。官房長は司法長官（Attorney General）とともに内閣のメンバーでも

あり、各省の次官（Permanent Secretary）は官房長の実質的な部下として位置づけられてい

る。 

官房長自らが局長を務める官房局があり、NRO や検事総長室、サバ経済企画院、州公務

員局など、行政の要となる部局を直接統括している。また、３－２－１にあるとおり、サ

バ州は高い自治権を保持しており、州の各省庁や部局は連邦政府の出先機関ではない。 

本プロジェクトで最も重要な C/P 機関は、NRO である。ここにはいくつかの部局がある

が、BBEC フェーズ 2 では部局による事業実施というよりは、指定された C/P 職員が元来の

役職や権限を越えた活動を実施している。 

提案されている事業での生計向上の取り組みなどで、地方自治体である郡（District）の役

割が重要となる。サバ州では、郡の行政を司る郡役場と、住民を代表する議員で構成され

る郡議会がある。郡役場の長は郡長（District Officer：DO）で、DO をサポートする副郡長

（Assistant District Officer：ADO）とともに、農村開発省から地方公務員が派遣される。郡

役場には 3 つのセクション（総務、経理、開発セクション）があり、今回の調査中に訪問

したタンブナン郡役場には約 20 名の専門職員と、同数程度のサポートスタッフがいる。郡

役場の運営費はほぼ 100%州からの交付金で賄われている。郡役場の役割は多岐にわたり、

主に州政府や郡選出の州議会議員などが管轄する事業を現場レベルで実施している。また、

村落開発安全委員会（Jawatankuasa Kemajuan dan Keselamatan Kampung：JKKK）と、土着の

酋長に代表される Mukin との調整も行っている。 

DO は、郡議会の議長も務めている。サバ州では郡議会の議員は直接住民に選ばれるのでは

なく、政権与党が任命する仕組みとなっている。郡議会には議員以外に職員がいるが、管

理費は市街地で運営する市場の賃借料などの収入で賄われている。郡議会は、主として市

街地の課題に対処するのに対し、郡役場は田園地帯の村落や土地に関する課題に対処する。 

郡レベルには、DO が議長を務める District Action Committee があり、郡レベルの最も重要

な調整・意思決定機構となっている。郡にある州の各部局事務所の代表者は、全員 District 
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Action Committee のメンバーで、月に 1 回会合を開き、郡での重要課題に関して情報交換と

対策の決定を行う。 

本プロジェクトに関連する州及び連邦の関係機関を図２にまとめた。
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重要な C/P 機関の 1 つである SaBC は、現在 10 名の専門職職員がいる。SaBC は NRO の 1

部局であるという意見と、独立した組織であるという見解があり、それを明確にした公式

文書は見当たらない。結果として、NRO と SaBC の業務分掌と権限が不明確で、対立がみ

られる。サバ州生物多様性法（2000 年）では、SaBC の役割が下記のとおり規定されている。 

 

(1) 州の生物多様性に関する情報を、政府及び政府によって承認された機関に提供する。 

(2) 製薬、その他特定目的のための州の生物資源利用に関する科学研究ガイドライン、政

策決定を含む州の生物多様性を利用管理する。 

(3) 州の生物資源管理・保全を州機関または連邦政府機関やベンチャー企業と共同実施す

る。 

(4) 生物分類学的調査、採集、データ解析の計画を作成する。 

(5) 民族植物学、分類、伝統的利用を含む生物多様性保全と利用の研究の優先順位づけを

行う。 

(6) 生物資源から得られる新しい自然及びバイオテクノロジー利用産品の特定化を支援

する。 

(7) 生物資源の保全と持続的利用のためのプログラムを作る。 

(8) 生物資源の培養、管理に関する証明書類、出版物、報告書のデータベースを作る。 

(9) 研究者のネットワーク作り。 

(10) 生物資源保護のシステム作り。 

(11) 州内外の関連機関との連携を促進する。 

 

SaBC の所長は、生物多様性に関する州の最高諮問委員会である SBC の書記官を務めてい

る。SBC は、生物多様性の保全と利用に関するすべてのことを州政府に助言する役割で、

委員は以下のとおりである。 

 

常任メンバー 

1) 首席大臣 - 議長 5) SPs 長 

2) 検事局長 6) SWD 長 

3) NRO 長官 7) 環境保護局（EPD）長 

4) SFD 長 8) 灌漑排水局長（DID） 

非常任メンバー 

1) 官房長 4) 世界自然保護基金(World Wide Fund for Nature：WWF)

マレーシア ボルネオ担当首席技術者 

2) 農業食糧省長官 5) SWD 熱帯生物学保全研究所（Institute for Tropical 

Biology and Conservation：ITBC）所長 

3) 農業局長 6)（連邦政府）教育局長 
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委員会は年に 3 回会合が開かれ、実際には首席大臣が議長を務めることはなく、官房長

が議長を務めている。委員会の議事録は非公開で、法律に規定されている役割は以下のと

おりである。 

a) 生物資源の保全と持続的利用を州政府に助言 

b) 生物資源管理の強化 

c) バイオテクノロジー及びその応用に関する州政策の検討、立案、レビュー 

d) 生物資源・生物多様性の保全調査と持続的利用に関する連邦、州、地方政府の調整 

e) 生物資源・生物多様性の保全、研究、持続的利用について地域、国際的活動の調整 

f) 必要なその他のすべての活動 

g) 本条例に関し主席大臣の要請によるその他の活動 
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第４章 対象地域の概要 

 

４－１ サバ州の概要 

サバ州は、マレーシア全 13 州の 1 つで、ボルネオ島の北、北緯 3 度から 5 度、東経 119

度から 123 度に位置し、7 万 3,631km2の面積を持つ。平均気温 24℃から 31℃で 9 割の州

境界を海に囲まれ、湿度 80％前後の温暖で多湿な気候と、年平均降雨量 3,000mm を超える

多雨が特徴である。また、東南アジア最高峰のキナバル山（標高 4,095m）に代表される山

岳地帯から、マングローブや泥炭地、サンゴ礁を有する豊かな海まで多様な地勢を持ち、

土壌の多様性と豊かな生物多様性を擁している。  

サバ州における生物多様性の高さは、マレーシアが 17 カ国あるメガダイバーシティ国家の

1 つに数えられることに大きく貢献している。サバ州面積の約 6 割に当たる 430 万 ha の植

生が森林で、生物多様性の多くは森の中に見られ、固有種も多い。オランウータン、アジ

アゾウ、サイなどに代表される中枢（キーストーン）種も多く存在している。 

2010 年の人口は約 321 万人で、人口密度は 43.6 人/km2（北海道の人口密度は 65.7 人/ km2）

である。過去約 30 年の間、サバ州は急速な社会経済開発を進め、主要な資金は森林伐採に

よる利益から賄われた。保存林地の外にある森林はアブラヤシ農園やその他の農業用地な

どに転換され、保存林地も過剰伐採によって荒廃した。こうした経済活動は、結果として

森林資源からの収益を徐々に減らし、林地内の生物多様性も荒廃した。手つかずの自然と

森はますます孤立し、いくつかの種の存続が危機に瀕している。 

 

４－２ サバ州の生物多様性 

サバ州には、160 種のフタバガキ科の植物があるといわれ、主樹冠は高いもので 40m か

ら 60m の高さまで届き、何層もの熱帯雨林を形成している。こうした森がさまざまな動植

物の生息地となっている。約 6,000 種類の顕花植物、650 種のシダ類、2,000 種のランがあ

ると推定され、その多くは固有種である。また、サバ州には約 33 万 ha のマングローブ林が

ある。マレーシアのほとんどのマングローブ林がサバ州に集中し、特有の生態系を形成し

ている。 

サバ州には 44 種の固有種を含む 189 種の陸生哺乳動物が生息している。世界的に著名な

オランウータンやテングザル、マレーグマ、バンテン、スマトラサイ、ボルネオゾウ、ウ

ンピョウなどがいる。推定では、1 万 2,000 頭のオランウータンと 6,000 頭のテングザルが

サバ州に生息しているが、その数は年々減少しているといわれている。ボルネオ島で生き

残っている 2,000 頭のピグミーゾウのうち、約半分がサバ州内に生息していると推定され、

9 頭から 16 頭のスマトラサイが生き残っているといわれている。 

鳥類は約 530 種（うち 240 種は渡り鳥）、爬虫類は約 200 種、両生類は約 100 種、淡水魚

類は約 150 種生息しているとされ、10 種の霊長類が生息しているといわれている。また、
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約 1,000 種の蝶と 500 種の蛾が記録されているが、いずれも森林の減少や乱獲に伴い生息数

が減少している。サバ州の森林面積の推移は表５のとおりである。 

 

表５ サバ州の森林面積の推移（単位：1,000ha） 

年 1972 1977 1982 1987 1995 1997 2001 2005 2009 

森林面積 6,007 5,353 4,607 4,494 4,422 4,443 4,250 4,360 4,300

出典：1972 年から 1997 年は SFD の Annual Report, 1997、2001 年は国連食糧農業機関（FAO）5、    

   2005 年及び 2009 年は Malaysia Year Book 

 

サバ州には豊かな海洋生物多様性もあり、その海岸線には砂浜やサンゴ礁、ニッパヤシ

湿地、干潟が広がり、魚類や海草、海産獣類（ジュゴンやイルカ、クジラを含む 18 種）な

どが生息している。また、サバ州の海岸線は約 2,000 頭のミドリウミガメの産卵地となって

いる。 

サバ州の生物多様性で特筆すべきは、先住民との長期間にわたる密接な係りである。何

代にもわたり、サバ州の先住民は動植物や生態系のバランスに関する知識を身につけてき

た。自然環境から食料を持続的に採取し、薬草類や生活に必要な物資を調達するすべを知

っている。自然との密接な繋がりが、彼らの文化や伝統、信仰、精神に影響を与え、今日

まで続いている。 

 

４－３ サバ州の土地利用 

表６にある通り、サバ州の全面積のうち、約 48％に当たる 360 万 ha が保存林地である。

約 34 万 ha の野生生物保護区と公園を合わせると、約 395 万 ha の土地を政府が何らかの形

で直接保全していることになる。これらの土地がすべて森林であると想定し、上記の通り

430 万 ha の植生が森林とすると、鳥取県の大きさほどに相当する約 35 万 ha の森林が保存

林地外の公有地にあることになる。この公有地にある森林は、近年急激に農地に転換され、

論争の的になっているものである。 

                                                        
5 Global Forest Resources Assessments（2010） 
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表６ サバ州の土地利用状況（2009 年） 

土地区分 土地利用 面積（ha） 割合（％） 
保存林  3,604,867 48.1

 クラス 1：保護林 364,766 4.9
 クラス 2：経済林 2,665,886 35.6
 クラス 3：内部林 7,355 0.1
 クラス 4：アメニティ林 21,284 0.3
 クラス 5：マングローブ林 320,522 4.3
 クラス 6：原生林 92,401 2.6
 クラス 7：野生生物林 132,653 1.8

野生生物保護区  152,828 2.0
公園  245,172 3.3
公有地  3,484,697 46.5

 農地 1,471,656 19.7
 

水田 
33,746 0.5

 
畑地 

5,190 0.1

 
ゴム農園 

75,082 1.0

 
ココア農園 

8,399 0.1

 
ヤシ農園 

18,875 0.3

 
アブラヤシ農園 

1,330,364 17.8

 その他 2,013,041 26.9
 合計 7,487,564 100.0

国家農業政策（National Agriculture Programme：NAP）3 とサバ州農業政策（Sabah Agriculture 

Programme：SAP） 

2 の方針のもと、州の農業開発のために公有地の森林は農地（主にアブラヤシ農園とゴム

園）に転換されている。転換された農地は、譲渡可能な土地として個人または団体に地権

が与えられ、いわゆる私有地のようになる（所有権は州政府のまま）。正式に地権が与えら

れた公有地に加えて、不法に占有された森林が農地に転換されるケースも多くあるといわ

れている（調査団が現場踏査時に確認済み）。 

公有地の土地利用転換が比較的容易な現在の法規制の枠組みと、農業開発を推進する政

策の中で、持続的な生態系サービスと生物多様性を維持するために、DID が公有地内の「水

源地域」（主に森林）を特定し、渓畔林の開発を制限する試みを行っている。水源地域の地

図は策定され、正式に広報で公示されるのを待っているところである。 

サバ州の土地利用計画（10 年間）は、都市地方計画局がその計画を作成し、各地方自治体

を指導してモニタリングを行っている。サバ州の土地利用計画は、図３の例にあるとおり、

ディストリクト計画（District Plan：DP）と地方計画（Local Plan：LP）の 2 種類に分かれ、

DP は主に田園地帯、LP は市街地の計画となっている。DP の実施は農村開発省の管轄であ

る郡役場が役割を担い、LP の実施は自治住宅省の管轄である郡議会が役割を担っている。 
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図３ サバ州の土地利用計画 

 

都市地方計画局は、かつてデンマーク国際開発庁（Danish International Development 

Agency：DANIDA）の支援を受けて各種のマニュアルやガイドラインを策定し、職員が研

修を受け、地理情報システム（Geological Information System：GIS）などの設備も整備した。

土地利用計画は 5 年ごとに見直され、必要に応じて改訂されるが、リソース不足から行わ

れていない。また、土地利用計画に関する地方自治体への指導やモニタリングも、適正な

職員不足のため実施に限界がある。 

 

４－４ サバ州の保護区 

サバ州には主に 3 種類の保護区がある。1）保存林（Reserved Forest）、2）野生生物保護区、

3）公園である。保存林は先述の表６のとおり 7 つのクラスに別れ、州の面積の約半分を占

める。ただし、経済林はすべてが IUCN の分類基準による保護地域ではなく、その他の 6

つのクラスの林地と一部の経済林が厳密な意味での保護区となる。保存林以外の保護区の

種類として、野生生物保護区と公園がある。サバ州の現在の主要な野生生物保護区と公園

を表７に列挙した。 
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表７ サバ州の主な保護区（保存林を除く）6 

保護区の種類 名称 面積（ha) 

野生生物保護

区（野生生物、

鳥類、海洋保護

区） 

Lower Kinabatangan 27,800

Tabin 122,500
Sipadan 12
Kota Belud 12,200
Mantanani Kecil 61
Kota Kinabalu 24
Lankayan Billean Tegapil Marine Conservation Area 30,000
Lower Segama 2,000

公園（サンゴ礁

を含む） 
Kinabalu 75,370
Tungku Abdul Rahman 4,020
Turtle Islands 1,740
Pulau Tiga 15,864
Tawau Hills 27,927
Crocker Range 139,919

保護区は微増傾向にあるが、経済林の中で、特に重要で広いダナンバレー保護林やマリ

アウ流域保護林を公園とすることが提案されている（実現するかどうかは不透明）。保護区

管理に関する課題は多く、BBEC でもさまざまな対策が取られた。特に、基礎データの不足

や、データ収集・研究調査の能力の向上が求められた。保護区管理の基礎となる管理計画

や年間活動計画（Annual Plan of Operation：APO）の策定、十分な予算と適切に訓練された

人的資源を伴った保護活動の実施も必要であった。また、サバ林業局、SPs、SWD などの間

で調整や共同が適切に行われていたとはいえず、制度整備や法の執行の課題に取り組んだ。 

 

４－５ サバ州の環境 

サバ州の環境問題は、1920年の水法と 2002年の国家環境政策、同年のサバ州環境保護法、

その後作成された関連法を基に管理規制されている。このセクションでは、本プロジェク

トに関連する水質に関して記述する。 

サバ州は図４のとおり、27 の流域に区分され、それぞれの流域で連邦環境局（Department of 

Environment：DoE）のサバ支部が水質モニタリングを行っている。2006 年に実施されたモ

ニタリング調査の結果、図５のとおり、5 つの河川流域が「若干汚染されている（Slightly 

Polluted）」と評価された以外は、すべて「汚染は少ない（Clean）」と評価されている。 

また、主要河川ごとの水質分析結果は表８のとおりである。 

 

  

                                                        
6 表 6 の数値と一致しないが、データの年代の違いと思われる。 
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図４ サバ州の河川流域と汚染状況 

 

表８ サバ州の主要河川の水質 

年 2006 2008 
河川名 水道級 総合水質指標 評価結果 総合水質指標 評価結果 

Padas 第 2 級 87 汚染は少ない 87 汚染は少ない 
Kimanis 第 2 級 88 汚染は少ない 86 汚染は少ない 
Papar 第 2 級 88 汚染は少ない 89 汚染は少ない 
Moyog 第 2 級 91 汚染は少ない 91 汚染は少ない 
Tuaran 第 2 級 88 汚染は少ない 88 汚染は少ない 
Kinabatangan 第 2 級 81 汚染は少ない 未定 未定 
Segama 第 2 級 85 汚染は少ない 85 汚染は少ない 

注釈：総合水質指標は 6 つの主要要素を基にしている： BOD, COD, SS, pH, DO & NH3-N 

 

サバ州の河川行政は、水質に関しては連邦政府の NRE の DoE が管轄で、サバ州に水質モ

ニタリング・ステーションを設け（図５）、数箇所ある地方事務所を通じてモニタリングし

ている。キナバタンガン河のステーションは多くない。 

一方、サバ州政府の EPD は、州内にある数カ所の出先事務所とその職員が州法に基づく

法の執行を担当している。河川水の開発と利用に関しては、DID が権限を持ち、河岸環境
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や水生生物などは NRO が責任を担っている。また、洪水対策や河川が関連する道路や架橋

などは公共事業局が担当している。これらの 4 つの州政府機関は、すべて別の省に属して

おり、その調整は容易ではない。水質モニタリングに関しては連邦政府も関与しており、

河川行政は複雑でリソースも不足し、モニタリングや法執行、調整が十分に行われている

とはいえない。 

図５ DoE が管轄しているサバ州の水質モニタリング・ステーション 

 

４－６ サバ州の社会経済 

サバ州の人口は非常に早い速度で増加しており、過去 50 年間の年平均の人口増加率が 4%

と、同時期のマレーシア全体の年平均人口増加率の 3.3%や世界の増加率の 1.7%よりも高い

（表９参照）。 
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表９ サバ州とマレーシアの人口推移 

年 1951 1960 1970 1980 1991 2000 2010 
サバ州人口 
（1,000 人） 

334 454 654 929 1,735 2,604 3,214

増加率 35.9% 44.1% 42.0% 86.8% 50.1% 23.4%

マレーシア人口 
（1,000 人）  

10,439 13,745 17,574 23,275 28,251

増加率 31.7% 27.9% 32.4% 21.4%
出典：1951-1991 年；http://www.townplanning.sabah.gov.my/iczm/Reports/Spatial%20Plan/mst-POPULATI.html 

2000 年：Population and Housing Census of Malaysia 2000 

2010 年：http://www.statistics.gov.my/portal/download_Population/files/BPD/ad_2010.pdf 

Malaysia 全体、1970-1991 年、UN Country Team Malaysia (2005); 1991 年は市民権のない移住人口を除く値 

 

また、表１０の通りサバ州の最貧困層7の割合は順調に減少しているが、依然としてマレ

ーシア国内では最も貧困率の高い州の 1 つである。 

 

表１０ サバ州の最貧困層の割合の推移 

年 1985 1990 1995 2007 
最貧困率 9.7% 8.5% 5.5% 3.7% 

出典：1985 年～1995 年については、JBIC(2001)マレーシア貧困プロファイル 

2007 年については、http://www.mysinchew.com/node/29233（hardcore poor 比率） 

 

2010 年のサバ州の 1 人当たりの GDP は 5,562US ドルで、マレーシア全体では 1 万 4,700US

ドルよりも大幅に下回っているが、順調に伸びている。サバ州では、農林水産業が地方総

生産に最も大きく貢献している。また、人口の大きな部分が農林水産業に従事している。

その中でも特筆すべきは、本プロジェクトとも関わりのある木材生産とパーム・オイル産

業である。 

その豊かな森林資源により、木材生産は長年サバ州の最重要産業であった。しかし、天

然林の減少にしたがって、その生産量は全体として減少傾向にある（表１１参照）。 

 

表１１ サバ州の木材生産量の推移（単位：1,000m3） 

1972 1977 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2009
6,669 11,871 - - 8,443 6,520 3,729 5,958 4,251

出典：1972 年、1977 年については、Tropical Forest Resource Assessment Project (FAO 1981)、1990 年、1995

年、2000 年については Woon and Norini (2002)、2005 年、2009 年についてはサバ州森林省資料 

 

また、表１２の通り、木材の値段の上昇により、伐採権などからの林業収入は年々増加

しているが、人件費の上昇などにより費用も増加し、結果として収益も収益率も下がって

いる。また、一時期林業収入は州の歳入全体の半分近くを占めていたこともあったが、そ

                                                        
7 マレーシアの貧困ラインは、世帯の月収が 350 リンギット（1985 年）、370 リンギット（1990 年）、425 リンギット（1995
年）、540 リンギット（2007 年）、630 リンギット（2012 年）である。 
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の割合も一桁台まで下がっている。 

 

表１２ サバ州の林業収入の推移 

年 林業歳入 
（リンギット） 

支出 
（リンギット） 

支出の歳入に 
対する割合（%）

林業歳入の州歳入

に対する割合（%）

1991 41,767,872.00 699,814,522.00 5.96 47.29
1992 43,638,119.00 856,540,801.00 5.10 42.72
1993 52,121,204.00 702,804,521.00 7.42 50.76
1994 49,215,436.00 686,739,072.00 7.17 30.69
1995 60,956,322.00 602,928,631.00 10.11 40.87
1996 69,191,457.00 577,593,571.00 11.97 37.88
1997 71,656,695.60 557,866,239.36 12.84 39.21
1998 60,281,854.29 321,245,934.90 18.77 26.36
1999 55,494,275.99 356,293,500.23 15.57 28.33
2000 68,434,989.95 342,371,820.25 19.99 27.95
2001 60,079,185.70 241,609,433.75 24.87 20.14
2002 56,574,198.83 273,411,987.86 20.69 18.23
2003 58,997,018.29 336,226,336.70 17.54 17.88
2004 57,382,600.82 384,378,476.73 14.92 21.52
2005 65,177,306.99 465,624,773.87 13.99 26.18
2006 76,295,192.96 505,160,204.70 15.10 22.34
2007 78,123,273.54 550,930,510.42 14.18 19.82
2008 94,071,710.04 446,537,587.53 21.07 13.36
2009 94,941,337.01 345,032,829.42 36.34 11.31
2010 94,095,856.23 297,137,311.45 31.66 7.07
出典：http://www.forest.sabah.gov.my/pdf/ar2010/index.htm 

 

一方、それを補うかのように生産が増加しているのがパーム・オイル産業である。アブ

ラヤシは 1961 年にサバ州で初めて 2,000ha の栽培が始まったが、図６の通り、2008 年には

133 万 364ha まで拡大し、特にここ 20 年ほどで倍以上になった。現在、アブラヤシ農園の

面積はサバ州の全農地の 90%を占め、現在もパーム・オイルの価格が高止まりしているこ

とから、今後も拡大が続くと予想される。2009 年のパーム・オイルの生産高は 138 億リン

ギットにのぼり、サバ州の地方総生産の約 3 割を占める主要産業となっている。こうした

急激な大規模農場の拡大が、環境問題などを引き起こしつつある。 
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図６ アブラヤシ農園の面積の推移 

 

1960 年代から 70 年代、天然ゴムはサバ州の主要産物の 1 つであった。1964 年から 1983

年にかけて、10 万 5,000ha の農地がゴム農園として耕作されていた。しかし、1984 年から

2001 年にかけてこれが 8 万 5,000 から 8 万 8,000ha に減少し、現在は 7 万 5,000ha ほどとい

われている。これは、多くのゴム農園がアブラヤシ農園に転換されたからである。2009 年

の天然ゴムの生産高は 367 万リンギットで、サバ州の地方総生産のわずか 1%を占めるに過

ぎないが、原油高に伴い、天然ゴムの値段も高止まりしているため、ゴム農園復活の兆し

がある。 

1970 年にココアを栽培している地域は 4,000ha に過ぎなかったが、1990 年には 20 万

5,000ha まで拡大した。しかし、ココアの国際価格の急落に伴い、2004 年には約 10 分の 1

まで面積が減少し、現在は 8,000ha 程度と言われている。ココアの生産高は 29 万リンギッ

トで、地方総生産の 0.1%である。 

州のその他の重要な産業は、サービス業、特に本プロジェクトとも関連がある観光産業

である。サバ州は東南アジア最高峰のキナバル山や、陸・海の豊かな自然と美しい景観、

多様な食文化などを観光資源として、国際的な観光地となっている。州は観光インフラス

トラクチャーの整備に力を入れており、表１３のとおり、金融危機により外国人観光客が

減少した時期があったが、全体としておおむね順調に観光客数が伸びている。 
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表１３ サバ州の観光客数の推移 

年 外国人 
マレーシ

ア人 
年 外国人 

マレーシ

ア人 
1998 264,898 158,386 2005 761,094 1,067,677 
1999 335,931 148,060 2006 750,923 1,340,735 
2000 408,938 365,537 2007 987,660 1,490,783 
2001 406,009 512,514 2008 701,198 1,599,230 
2002 528,264 579,092 2009 562,144 1,683,924 
2003 569,712 681,742 2010 795,953 1,708,716 
2004 792,308 980,963 2011 845,910 1,998,687 

出典：Sabah Toursim Board, http://www.sabahtourism.com/corporate/visitor-arrival-statistics/ 

 

観光客の中には、いわゆるエコツーリズムやアドベンチャーツーリズムといわれる分野

に関心を持ち、より自然に近く、環境に配慮したサービスや観光地を求めている。そこで、

保護区に近い農村でのホームステイやトレッキング、ダイビング、ラフティング、カヌー

などに人気が集まりつつある。こうした観光の形態は、手つかずの自然が観光資源である

ため、保全と生計の両立が必要で、こうした観光を推進することが重要である。 

 

４－７ キナバタンガン・セガマ河流域 

BBEC フェーズ 2 の支援により、2008 年にキナバタンガン・セガマ河下流域が正式にラ

ムサール登録湿地に認定された。登録湿地は、州の北東の海岸線の天然マングローブ林が

中心である（巻頭地図参照）。ラムサール登録湿地は、表１４のとおり、3 つの既存の保護

区から構成される。 

 

表１４ キナバタンガン・セガマ河口のラムサール登録湿地の構成 

保護区の名称 種類 面積（ha） 
Trusan Kinabatangan クラス 5：マングローブ林 40,471 
Kulamba クラス 7：野生生物林 20,682 
Kuala Maruap and Luala Segama クラス 5：マングローブ林 17,650 

 合計 78,803 

これらの湿地は、比較的手つかずで保全されているが、河川が上流から運ぶ土砂の堆積、

水質の悪化、主に不法外国人移民・入国者による特定マングローブ樹皮の採取（現地語で

Tagar と呼ばれる薬用効果がある種、ラテン名 Ceriops tagal）、地元住民による伝統漁業など

が主要な脅威となっている。 

湿地の上流には広大なアブラヤシ農園が広がり、州の一大パーム・オイル産地となって

いる。また、図７の通り、流域内に 28 の搾油工場がある。大規模農場開発に伴う土壌流出、

河岸崩落、パーム・オイル搾油工場からの廃油・排水による汚染が課題となっている。さ

らに上流には、伐採権が与えられた広大な経済林が広がっている。経済林における木材伐
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採が湿地に与える影響は不明であるが、サバ林業局は積極的に「持続的森林管理（Sustainable 

Forest Management：SFM）認証」の導入を進めている。 

 

図７ キナバタンガン河・セガマ河流域内の搾油工場 

キナバタンガン河とセガマ河の両流域を合わせると、約 300 万 ha の広大な地域となり、

BBECフェーズ2で作成を支援した管理計画は、登録湿地とその流域すべてを網羅している。 

 

４－８ CRP とその周辺 

クロッカー山脈は、世界遺産に登録されているキナバル山の南部に位置し、サバ州の西

側の一連の山岳地帯である（巻頭地図参照）。山脈はほとんどが熱帯フタバガキ天然林か 2

次林である。山脈の最も高い地点は 2,076 m の Minduksirung 山で、山脈の西側に位置する水

源は、州都のコタキナバルに飲料水などを提供している。山脈はさまざまな野生生物の生

息地となっており、世界最大の花であるラフレシアや雲豹などが見られる。また、山脈を

横切る「塩の道」がトレッキングコースとなっている。 

クロッカー山脈に設置された CRP は、その広さが 13 万 9,919ha で、1969 年から保存林（ク

ラス 6：原生林とクラス 3：内部林）となっていた森を 1984 年に国立公園（のちに州の管

理に移管）に指定したものである。その管理は現在 SPs が行っており、公園内と周辺に 5

つの管理事務所がある（うち 1 つは現在一時閉鎖中）。 

公園の一部が、周辺住民によって農地や薪炭材供給地などとして違法に利用され、公園

内に村が形成されているケースもあり、約 3,000ha の公園が侵食されていると推定される。  

住民がいわゆる先住民で、山脈が保護区になる以前から村を形成していたのであれば、

居住権と持続的な森林資源利用が認められるが、保護区として認定されたあとに移住して

きた住民もいる。公園の境界は直線部分も多く、境界そのものの合理性に疑問があるため、

BBEC では公園内の村における CUZ の設立を行う活動を実施した。 

BBEC フェーズ 2 では、CRP とその周辺を MAB に申請する活動も行った。現在申請書は
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提出の最終段階にあるが、正式に申請・承認されれば、CRBR として管理計画の策定と実施

が必要になる。申請段階で、CRP を保護地域（コアエリア）とし、その周りに緩衝地域（バ

ッファゾーン）と移行地域（トランジションエリア）を特定した。すべてのゾーンを合わ

せると、CRBR は 35 万 584ha になる。CRBR は、1 市（コタキナバル市）8 郡（ペナンパン、

パパール、ボーフォート、テノム、ケニンガウ、タンブナン、ラナウ、トゥアラン）にま

たがり、399 の村があり、約 2 万世帯・10 万人が居住している。 

 

表１５ CRBR の村数と人口関連統計 

ゾーン 村数 人口 99,101
緩衝地域（バッファーゾーン） 52 世帯数 19,820

移行地域（トランジッションエリア） 264 最貧困世帯 296 
保護地域（コアエリア） 2 貧困世帯 975 
不明 80 やや貧困世帯 624 

合計 399 e-Kesih プログラムに登録さ

れている世帯 
1,895

 総世帯に対する割合 9.6%

緩衝地域（バッファーゾーン）と移行地域（トランジッションエリア）の両方のゾーン

は、その多くがまだ森林であり、多くの水源と渓畔林を有するが、強い開発圧力が働いて

おり、急激にゴム農園やアブラヤシ農園、畑地に転換されている。 

 

４－９ 関連する保全・開発事業 

 林業関連 

過去 15 年間ほど、SFD やサバ林業公社、関連民間企業などが最も注力しているのは、

SFM の実現である。計画区域、林班、小班ごとに管理計画・施業計画を策定し、持続的

な森林管理を実現すると共に、組織・制度機構を整備してモニタリング・法執行を強化

して、施業に悪影響軽減伐採（Reduced Impact Logging：RIL）の技術を導入し、最終的に

は認証制度を適用する取り組みである。加えて、森林資源回復のための荒廃林の復旧事

業と、生産性向上のための研究開発などにも取り組んでいる。また、加工と流通の効率

性を向上し、製材所のグリーン認証制度などにも取り組んでいる。 

また、SFD は長年コミュニティ林業に取り組んでいるが、これを更に推進する計画で

ある。「コミュニティ林業開発基金」と「森林復旧基金」が設けられ、基金を更に充実さ

せて生計向上支援などを織り交ぜ、不法に植えられたアブラヤシの駆除や在来種の植林

などに基金を活用している。また、サンダカンにある「熱帯雨林ディスカバリーセンタ

ー」を活用した環境教育や住民啓発活動、エコツーリズム振興なども実施している。 

また、Malua 保護林で特筆に価する試みがなされている。これは「BioBank 事業」と呼

ばれ、海外の環境系投資銀行などを巻き込み設立した「Malua 野生生物生息地保全銀行」

に対して、サバ州政府は約 3 万 4,000ha の Malua 保護林の 50 年間の保全権を認可し、保

護林の復旧と保全に対して民間企業が 1,000 万ドルを上限とした投資を行うために、銀行
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が「生物多様性保全証券」を販売する試みである。オランウータンなどの生息地など、

高い生物多様性が現存する Malua 保護林を 100 m2 ごとに区切り、「生物多様性保全証券」

を販売する。便益は二酸化炭素排出権取引やエコツーリズムから得られる予定である。 

また、サバ森林研究センターが、森林生物多様性の研究や新規・再植林クリーン開発

メカニズム（Afforestation/Reforestation Clean Development Mechanism：AR-CDM）、開発途

上国における森林減少・劣化等による温室効果ガス排出量の削減等（Reducing Emissions 

from Deforestation and Forest Degradation in developing countries, and the role of conservation, 

sustainable management of forests and enhancement of forest carbon stocks in developing 

countries：REDD+）などに関する調査を行っている。進行中の REDD+関連事業は図のと

おりである。 

 

 

図８ 進行中の REDD+関連事業 

 

 野生生物保全と保護区関連 

オランウータンやゾウ、サイ、テングザルなどのキーストーン種の保全は、in-situ（保

護区内）と ex-situ（保護区外）の両方がなされ、SWD をはじめ、国際 NGO（WWF、Hutan、

ボルネオ保全トラストなど）も協力している。 

2011 年に特に注力されたのが、種別の行動計画策定である。MPOB や Hutan などの協

力を得て、オランウータンとゾウ、サイなどの中枢種に関する保全の基本計画を策定し

た。 

また、保護区関連では、WWF がサバ州最北端のクダッ近辺の海域に、マレーシア最大
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の海洋公園を設立する事業を進めている。WWF は、本プロジェクトの対象地でもあるキ

ナバタンガン流域で「命の回廊 Corridor or Life（現在は Terrestrial Species and Habitat 

Programme に改称）」を実施し、「Heart of Borneo」事業も支援している。また、キナバル

山近辺に保護区の回廊を設置する事業も進められている。 

 

 農業関連 

サバ州の農業セクターでは、農業の近代化と生産性・収益性向上のために、さまざま

な事業を実施している。特に、アブラヤシに過度に依存しない体質の強化のため、果樹、

カカオ、コーヒー、バニラ、養殖、養蚕、竹、食品加工の振興に力を入れ、各種補助金

事業や研修事業を実施している。そうした活動の中核を担う農業局は、3 つの部局に分か

れ（営農、開発、研究）、各郡に出先事務所があり、30 名から 40 名のスタッフが常駐し

ている。農業局は農業技術の研究と普及活動にも注力している。サバ州に 5 カ所の農業

研究所があり、一番大きいトゥアランの研究所には約 300 名の職員がいる。農業研究所

は研修活動も行っているが、営農指導部門との連携・調整を強化する必要がある。 

SDC の計画で、農村地帯の「アグロポリタン化」を提唱しており、農村開発省などと

連携して、小規模農園福祉事業（Programme Mini Estate Sejahtera：MESEJ）を実施し、農

地整備（段丘形成）やアブラヤシ農園、ゴム農園への土地利用の転換、自然流下灌漑施

設の建設などを進めている。 

特筆すべきは、約 2 万 1,000 世帯の農家を 1,100 にグループ化し、営農指導や農業資機

材や補助金を提供する取り組みである。これらのグループは、州レベルで農家組合

（Association）として組織化されている。サバ州には農業協同組合（Cooperative）があり、

その運動に努めてきた。近年、協同組合の管轄が農業局から連邦の農業省に移管された。

また、連邦農産物市場管理局（Federal Agriculture Marketing Authority：FAMA）が農民組

織への融資やマーケティング支援を実施している。サバ州の農業・農村金融に関して、

表１６に取りまとめた。 

 

表１６ サバ州の農業・農村小規模融資 
金融機関名 商品名 融資額 対象セクター 有資格者 
BANK 
PERTANIAN 
MALAYSIA 
(Agro Bank) 

- Modal 
Usahawan 
- Tani (MUST)  

RM500～ 
RM20,000  

- Agriculture 
- Agro-based   

Micro enterprises  

BANK 
RAKYAT 

- Pembiayaan 
Mikro-i 
- (MUsK - 
Modal untuk 
- Usahawan 
Koperasi) 

RM1,000～ 
RM50,000  

- Agriculture 
- Services  

- Members of cooperatives 
- Self-employed 
- Micro enterprises  

PUBLIC 
BANK 

PBMicro 
Finance  

RM3,000 ～
RM50,000  

- Agriculture 
- Services & Trade 
- Manufacturing  

- Self-employed individuals 
- Micro enterprises  
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金融機関名 商品名 融資額 対象セクター 有資格者 
AMANAH 
IKHTIAR 
MALAYSIA 

（AIM、いわゆ
る「グラミン銀
行方式」の無担
保集団融資） 

 - 
RM50,000 

All sectors  Micro enterprises 

TEKUN 
NASIONAL 

（政府系） RM500～ 
RM50,000 

All sectors  Micro enterprises 

YAYASAN 
USAHA 
MAJU 

（政府系）  All sectors  Micro enterprises 

ALLIANCE 
RAKAN 

- Rakan 
Personal 
Financing  

RM2,000～ 
RM50,000  

All sectors  - Salaried workers 
- Self-employed 

CIMB 
BANK 

- Xpress Cash 
Personal Loan 
(Conventional)  

RM3,000～ 
RM50,000  

All sectors  - Salaried workers 
- Self-employed 

UNITED 
OVERSEAS 
BANK 
MALAYSIA 

EasiCash  RM5,000 - 
RM50,000  

All sectors  - Salaried workers 
- Self-employed 

AMBANK AmMikro  RM3,000～ 
RM50,000  

- Retail 
- Services and Trade
- Manufacturing  

- Individuals 
- Sole-proprietors 
- Partnership 
- Private limited companies  

BANK 
SIMPANAN 
NASIONAL 

BSN TemaNiaga  RM5,000～ 
RM50,000  

- Manufacturing 
- Retailing 
- Services  

- Self-employed individuals  
- Micro enterprises  

注：JOCV 農村開発普及員 不動田朋浩氏が http://www.bankinginfo.com.my/_system/media/ downloadables/ 

pembiayaan_mikro_eng.pdf を基に作成 

 

 パーム・オイル産業関連 

４－６にあるとおり、サバ州のパーム・オイル産業は急速に成長しており、産業振興

の代わりに、汚染や自然破壊、廃物の有効利用などが課題となっており、それらに対す

る取り組みが行われている。 

SDC の計画の一環として、EPD が「パーム・オイル搾油工場・アブラヤシ農園・その

他の汚染源の特定河川の水質へのインパクト調査」を実施した。調査の結果、以下のよ

うに指摘している。1）パーム・オイル搾油所建設の計画の不備、2）廃水違法行為の取

り締まり規制の不備、3）廃水灌漑要件の実施の不備。また、17 の戦略と 183 の行動を提

案している。この提案は、「アブラヤシ農園とパーム・オイル搾油工場のサバ州の河川の

水質への悪影響を最小限に抑えるガイドライン」として交付された。また、DoE も 2008

年にキナバタンガン川の水質検査を行っている。  

また、パーム・オイル産業でもう 1 つ問題になっているのが、農園労働者不足や過剰

労働、労働争議、労働災害、不法移民労働者などの労働者問題全般である。 

サバ州におけるパーム・オイル産業を理解する上で重要なのは、各関係機関の存在と

役割である。それを表１７にまとめた。 
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表１７ サバ州のパーム・オイル産業の関係機関の役割の概要 

関係機関 役割の概要 
DoE（連邦政府） 全州に 26 の出先事務所を持ち、環境質法の執行、環境政策の策定

と公害の防止、環境モニタリングなど 
マレーシアパーム・オ

イル委員会（MPOB） 
連邦政府の農園産業商品省傘下にある委員会で、パーム・オイル産

業振興のための政策策定と実施、研究開発（改良種などによる生産

性向上、排出物軽減、付加価値増加など）を行い、搾油所設立の許

可証の交付、パーム・オイルの貯蔵・加工・販売・輸出の商業認可

など 
マレーシアパーム・オ

イル審議会（MPOC） 
パーム・オイルのマーケティングとイメージ向上戦略の策定と実施

など 
マレーシアパーム・オ

イル組合（MPOA） 
国外へのパーム・オイルのマーケティングや労働問題への対処、価

格対策、メンバーへの情報発信など 
東マレーシア農園主

組合（EMPA） 
世界で最も古い農園主組合といわれ、アブラヤシやゴム、ココアな

どの農園主と関係機関の調整、調査、メンバーへの情報発信、優良

苗の普及など 
マレーシア森林総合

研究所（FRIM） 
パーム・オイル産業からのバイオマスを木材の代替として利用する

ための研究など 
産業開発省 サバ州における産業振興に関する研究と調整、能力開発、農村地帯

への産業進出、ブミプトラ政策の実現、バイオマスの有効活用など

観光文化環境省

（MOTCE） 
EPD や SPs、SWD などを傘下に抱え、サバ州における環境政策の

決定と実施、モニタリングなど 
EPD 州の環境保全委員会を通じ、州の環境政策と環境計画の策定、州の

開発事業に対する環境面のサポート、環境アセスメントの実施など

サバ州パーム・オイル

産業クラスター

（POIC） 

パーム・オイル産業の下流部分に関して、産業パークを設立して効

率化を図る。ラハダトゥとサンダカンに POIC/産業パークがある。

SWD 持続的農学部がアブラヤシの病害虫管理や生産性向上の研究など 
持続可能なパーム油

のための円卓会議

（RSPO） 

これは国際組織で、持続的なパーム・オイル生産の国際ガイドライ

ン策定と評価指標基準の設定、モニタリング、価格の安定化など 

 

 天然ゴム産業関連 

天然ゴムの需要と生産は、アジア通貨危機のころに落ち込んだが、ここ数年は順調に

増加している。これは、原油価格が高止まりして天然ゴムの国際価格も比較的高いため

である。マレーシアは、1987 年まで天然ゴム生産国の首位の座にあったが、その後タイ

とインドネシアに抜かれた。マレーシアの天然ゴム生産が減少したのは、多くの企業が

アブラヤシに転じ、ゴム農園がアブラヤシ農園に転換されたたためである。 

そうした中、マレーシア天然ゴム委員会（Malaysian Rubber Board：MRB）が「マレー

シア天然ゴム産業戦略 2010 年～2020 年」を打ち出し、天然ゴム産業の効率性を向上し、

国際競争力を回復して再び世界最大の天然ゴム生産国の地位回復を目指している。戦略

では、クローン種の導入や穿孔技術の向上などで、1ha 当たりの年間生産量 1.8t まで増や
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し、流通や取引の合理化を目指している。 

特にサバとサラワク両州での生産が伸張しており、サバ州でのゴム農園新設とゴムの

木の植え替えを政府が後押しし、第 10 次マレーシア計画でも多くの予算を計上している。 

サバ州政府は、向こう 1 年間、3,000 万リンギットの予算を計上し、サバ州天然ゴム産

業委員会（Sabah Rubber Industry Board：SRIB）が 2 万 3,378 の小農園主から天然ゴムを買

い上げる価格に一定金額を上乗せする事業を実施している。 

課題としては、サバ州のゴム園は 2ha 以下の小規模農園が多く、傾斜地も多いことから、

効率性と生産性が低い。結果として、サバ州の天然ゴムの価格は半島マレーシアよりも

高い。また、SRIB が買取りを行っているが、財政難のため買取りがおぼつかなくなり、

農家への支払い遅延が起こった。そこに民間の仲買人が介入し、安く買い叩く結果、農

家が十分な便益を得られないケースが生じている。現在、市場の効率化や生産性の高い

木への植え替えなどが進められている。また、生産性が低下したゴムの木を家具用の木

材として利用する事業も進められている。 

 

 農村開発と貧困削減関連 

連邦政府は、先進国入りのために貧困削減に取り組んでいる。e-Kasih といわれるプロ

グラムを通じて貧困層の特定を行い、貧困層をターゲットとした事業を実施している。

サバ州の農村開発省は、貧困層の中でも最貧困（Hardcore Poor or Miskin Tegar）を対象と

した事業を実施している。 

例えば、地元経済改善事業（Localised Economic Improvement Programme：PPES）と所

得向上事業（Income Enhancement Programme：PPP）、村落繁栄事業（Village Prosperity 

Promgramme：PKS）は、農村開発省が実施する代表的な、最も予算配分の多い事業であ

る。これは、最貧困世帯の生計向上活動の元金提供と、技術・管理指導を行うものであ

る。例えば、Tambunan District では、PPES の資金を活用し、2005 年から生姜栽培を振興

し、種生姜の提供や、農業局と連携した技術支援などを行った結果、州の一大生姜産地

として知られるようになった。他にもアブラヤシ、天然ゴム、野菜、キノコなどの栽培、

家畜の導入、養蜂などを支援している。 

MESEJ 事業（アグロポリタン事業）に関しては４－９－３にあるが、最低 100ha の土

地を確保した District、村、農民グループに対して支援を行い、資金は農村開発省を経由

して District 事務所に送られて実施される。また、100ha 以下の土地に対しては、ミニ

MESEJ 事業があり、同様の支援を行っている。 

最貧困層に対して住宅を提供する事業もあり、アグロポリタン事業や PPES、PPP、PKS

と複合的に実施されている。その他、一村一品事業、鴨飼育振興事業（Projek Penternakan 

Itik：PPI）、村落開発協同組合形成・強化事業（Korporasi Pembangunan Desa：KPD）、水

産養殖事業（Projek Akuakultur と Ko-Nelayan）が実施されている。 

特筆すべきは、サバ州に伝統的にある漁業管理手法の「Tagal」の振興である。Tagal は、
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河川の水産資源を持続的に利用・保全するために慣習的に村人が実施してきた仕組みで、

現在は行政によってそれが制度化されている。Tagal システムでは河川が 3 種類に区分さ

れ、通常下流域から順に、個人が漁をして良い区域、特定の季節に村の Tagal 委員会だけ

が漁を許される区域、完全に漁が禁止されている区域に分ける。こうした制限の執行は、

慣習法廷で認められる慣習法によって行われる。サバ州内水漁業養殖法は既に Tagal を認

識しており、慣習法廷で解決しない場合は、通常の法廷に支えられて法を執行できる。

サバ水産局は、Tagal のモデルサイトを各地に設置し、Tagal の研究と普及に努めている。 

BBEC フェーズ 2 では、沈香（英語名：Agarwood または Eaglewood、現地名：Gaharu、

ラテン名：Aquilaria spp.）という香木の植樹を生計向上事業として CUZ 候補地に導入し

た。沈香は成長が遅く、香木になるための細菌感染を人工的に起こす技術も完全には確

立していないため、生計向上には長期的な視点が必要である。また、その高価さゆえ、

市場がアラブ系企業連合に閉鎖的に独占され、マーケティングが難しい。近年中国系企

業が進出し、独占市場に風穴が開き始めているので、植樹ではなく苗木の生産販売に村

の生計向上の可能性がある。 

 

 観光振興関連 

サバ州の観光振興は、MOTCE がさまざまなプログラムを実施し、サバ観光委員会がマ

ーケティングを支援している。本プロジェクトと特に関連が強いのはホームステイ事業

である。サバ州政府は生計向上の一環として、村民にホームステイをはじめるように奨

励し、WWF などの協力も得て研修などの能力向上支援を行っている。また、村のホーム

ステイ組合（Association）を設立することを支援しており 16 組合が設立された（表１８

照）。 

 

表１８ サバ州で設立されたホームステイ組合 

- Misompuru Houmestay, Kudat - Penampang Village Homestay, Penampang 
- Taginambur Houmestay, Kota Belud - Koposizon Homestay, Papar 
- Melangkap Homestay, Kota Belud - Tambunan Village Homestay, Tambunan 
- Tanak Nabalu Homestay, Kota Belud - Long Pasia Homestay, Sipitang 
- Taun Gusi Village Homestay, Kota Belud - Miso Walai Homestay, Kinabatangan, Sandakan
- Mitabang Honestay, Kiulu Tamparuli - Bilit Homestay, Kinabatangan, Sandakan 
- Walai Tokou Homestay, Kundasang Ranau - Balai Kito Homestay, Kinabatangan, Sandakan 
- Mesilou Atamis Homestay, Kundasang Ranau - Moido Waloi Homestay, Abai, Kinabatangan,  

Sandakan 

このうち、Miso Walai Homestay が WWF の支援を受けて正式に KOPEL という協同組合

（Cooperative）として機能しており、今後サバ州のモデルとなることが期待される。また、

州レベルのホームステイ組合（Association）の連合会が形成され、今後更にホームステイ

の振興と普及に努めていく。一方、ホームステイ先の施設とサービスの向上、マーケテ

ィングなど、課題も多い。 
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特筆すべきは、SBS（案）の中に、「環境税（Eco Tax）」の導入が謳われていることで

ある（Action 5-2）。これは、サバ州を訪問する観光客から、空港で手数料を徴収し、生物

多様性の保全に活用しようというものである。その実現にはまだ課題が多い。 

 

４－１０ 他の援助機関の支援状況 

マレーシアは、開発途上国を卒業しつつあり、JICA 同様に各援助機関も、環境や経済高

度化、ドナー化支援などの特定課題に支援を限定して事業数が比較的少ない。したがって、

系統的ないわゆるドナー協調・調整等の必要性は低い。サバ州では、国連開発計画（United 

Nations Development Programme：UNDP）と UNEP が地域限定の事業を実施している。UNDP

は GEF の資金を活用し、Kalabakan 地域で Biodiversity Conservation in Multiple-Use Forest 

Landscapes in Sabah, Malaysia を実施する予定である。これは、保護区とそれらをつなぐラン

ドスケープの土地利用を共通で統合的な管理戦略の傘の下に置く試みである。モデル的に

多目的利用森林ランドスケープ計画を策定し、管理を実施する。UNDP は、1990 年代から

サバ州の林業セクターで RIL の研究と普及や泥炭地林の管理計画策定などを支援しており、

その延長線上の事業である。事業予算は 2,400 万ドルで、2012 年に 6 年間（実質的には 5

年間）の予定で開始予定である。 

また、UNEP は同じく GEF を活用して「Coonservation and Sustainable Use of Cultivated and 

WildTropical Fruit Diversity: Promoting Sustainable Livelihoods, Food Security and Ecosystem 

Services」を 4 カ国（インド、インドネシア、タイ、マレーシア）で実施している。これに

は、在来種の果樹の特定と普及、農民組織化、能力向上、マーケティング支援などが含ま

れる。事業予算は 500 万ドルで、2009 年に開始し、2013 年に終了予定である。 

サバ州で最も活発に活動している援助機関は、国際 NGO の WWF である。WWF は、キ

ナバタンガン流域で「命の回廊 Corridor of Life」事業（現在は Terrestrial Species and Habitat 

Programme に改称）や「Heat of Borneo」事業を支援し、調査研究やオランウータン、ゾウ

などの保全、エコツーリズム振興などを進め、サバ州北部の広大な海洋公園の設立支援も

おこなっている。また、日本の民間企業（サラヤ株式会社）等が支援するボルネオ保全ト

ラストが、キナバタンガンの Corridor of Life を繋げるための土地買収を進めている。 

連携の可能性としては、WWF との知見の共有が有効である。本プロジェクトの実施体制

の中で WWF が利害関係者として含まれており、各種会議などにも招待される。また、

Corridor of Life やボルネオ保全トラストが保護している地域は、ラムサール条約登録地域と

隣接しているので、ラムサール登録地域を WWF のエリアまで拡大する可能性もある。 

また、本プロジェクトでは事業をより効率的に実施するために、GEF を活用した UNDP

の小規模グラントプログラム（Small Grant Programme：SGP）との連携を模索する。SGP は

一案件 5 万ドルまでの無償資金援助を行っているので、生計向上パイロット事業の資金と

しての活用が考えられ、提案書の作成などを支援することも一案である。 
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さらに、UNDP では「South-South and Triangular SME8 Development in Asia」を実施しており、

各種国際会議や研修、ワークショップを実施している。これは、1970 年代に国際開発研究

センター（International Development Research Centre：IDRC）の支援で設立した TECNONET

の強化を目的としている。TECHNONET は、アジア各国の SME 関係機関の情報交換のため

のネットワークで、タイで JICA が実施している中小企業診断士育成事業などでも支援して

いる。マレーシアは先進国入り準備の一環として、アジアの後発開発途上国（Least Developed 

Country：LDC）であるカンボジア、ミャンマー、ラオス、東ティモールなどの TECHNONET

入りと能力強化の支援を行っている。 

また、JICA は、2008 年 5 月に GEF と業務協力協定を締結しており、また 2012 年 8 月には

財務省出身の石井菜穂子氏が GEF の最高執行責任者（chief executive officer：CEO）兼評議

会議長に就任した。GEF は申請から実施まで 2 年ほど要しており、マレーシアでの獲得実

績は 1 件にとどまっているが、連携の機運は高まっているところ、今後の活用可能性につ

いて、GEF の national focal point である NRE も交えて協議を継続していく必要がある。 

                                                        
8零細中小企業（Small to Medium Enterprises：SME） 
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第５章 本プロジェクトの基本計画と実施体制 

 

５－１ プロジェクト概要 

 案件名 

案件名：和文：サバ州を拠点とする生物多様性・生態系保全のための持続可能な開発

プロジェクト9 

英文：Project on Sustainable Development for Biodiversity and Ecosystems 

Conservation in Sabah（略称：SDBEC） 

 

 プロジェクトの目的 

本プロジェクトは、サバ州全土、とりわけ LKSW 及びその流域の各ゾーンと、MAB に

申請された CRBR の各ゾーンにおいて、自然共生社会の実現に関する能力の向上を目指

し、さらに、サバ州の経験を生物多様性保全と持続可能な開発のために国内的・国際的

に共有することにより、SBS の実施を通じた持続可能な開発の推進を図り、以ってサバ

州が生物多様性保全と持続可能な開発のアジアにおける COE として国内的・国際的に知

られることに寄与するものである。 

 

 プロジェクトサイト 

マレーシア国サバ州全土。特に以下の地域 

(1) LKSW 及びその流域の保護地域（コアエリア）及び緩衝地域（バッファーゾーン）

約 300 万 ha 

(2) MAB に提案された CRBR の保護地域（コアエリア）、緩衝地域（バッファーゾーン）、

移行地域（トランジションエリア）約 35 万 ha。 

 

 本プロジェクトの受益者 

本プロジェクトの受益者は多岐にわたり、表１９のとおり活動により異なる。 

  

                                                        
9（旧）ボルネオ生物多様性・生態系保全プロジェクト 
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表１９  事業活動ごとの受益者 

事業活動 受益者 
保護区管理計画の実施と環境教育 事業サイトの一般市民 
各種制度・組織強化活動 C/P 機関と利害関係機関、その職員 
持続可能な開発のためのパイロット事業 パイロットサイトの地元住民 
現場レベルの能力向上活動 CRBR 区に係る 8 郡役場職員 
第三国研修 他国からの研修参加者 
国内向け知見共有活動 マレーシア他州からの参加者 
持続可能な開発に関する研究と出版 マレーシア内外の研究者と実務者 
マニュアルやガイドラインなどの出版 C/P 機関と利害関係機関、その職員機関と利害

関係機関、その職員 

 

 事業スケジュール（協力期間） 

2013 年 2 月～2017 年 1 月を予定（計 48 カ月間） 

 

 総事業費（日本側） 

約 1 億 8,000 万円 

 

 相手国実施機関 

(1) C/P 機関 

サバ州政府機関（NRO、SWD、SFD、SPs、SWD、EPD、土地測量局（Lands and Surveys 

Department：LSD）、DID、都市地方計画局、農業局、水産局、観光局、関係郡役場）、

ITBC 

 

(2) PSC（Project Steering Committee） 

議長：プロジェクト・ディレクター（官房長） 

副議長：副プロジェクト・ディレクター（SWD 副学長） 

事務局長：プロジェクト・マネジャー（NRO 長官） 

メンバー：【連邦政府】経済企画院、NRE、外務省（Ministry of Foreign Affairs：MoFA）、

ITBC、【サバ州政府】MOTCE、農村開発省、農業食品産業省、地方政府住宅省、州経

済企画院、SFD、SPs、SWD、EPD、LSD、DID、都市地方計画局、農業局、水産局、

観光局、【日本側】長期専門家、JICA 事務所、【その他】JICA 調査団を含め、議長が必

要と判断する者 

オブザーバー：日本大使館 

 

(3) プロジェクト管理委員会（Project Management Committee） 

議長：プロジェクト・マネジャー（NRO 長官） 

事務局：SWD 
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メンバー：【マレーシア側】ITBC、SFD、SPs、SWD、EPD、LSD、DID、都市地方計画

局、農業局、水産局、観光局、郡役場、【日本側】長期専門家、短期専門家、【その他】

議長が必要と判断する者 

 

(4) コンポーネントごとの実施体制 

LKSW 

主務機関：SFD 

アドバイザー：NRO 

利害関係者：SWD、SWD、警察当局、EPD、DID、観光局、LSD、農業局、水産局、

連邦政府NRE DoEサバ支局、ITBC、サバ財団、環境行動センター（Environmental Action 

Centre：EAC）、WWF、キナバタンガン「いのちの回廊」、観光業界団体、マレーシ

アパーム油業界団体支部、サバホームステイ業界、郡役場等。 

CRBR 

主務機関：SPs 

アドバイザー：NRO 

利害関係者：SWD、SFD、農村開発省、都市地方計画局、農業局、LSD、DID、EPD、

水産局、連邦政府 NRE DoE サバ支局、ITBC、EAC、郡役場等。 

知見共有 

主務機関： ITBC 

アドバイザー：NRO 

利害関係者：SWD、SPs、SWD、SFD、EPD、連邦政府 MoFA、環境研究所、FRIM、

生物多様性研究所等。 

 

 投入 

日本側： 

専門家派遣、機材供与、研修員受入、運営経費等。 

専門家は、長期 2 名（チーフアドバイザー、業務調整）、短期は年間数名を想定。 

マレーシア側： 

C/P 及び支援要員の配置、施設の提供、運営経費等。 

 

 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

(1) 環境に対する影響/用地取得・住民移転 

カテゴリ分類：C 

カテゴリ分類の根拠：本事業は、『国際協力機構環境社会配慮ガイドライン』（2010 年

4 月公布）上、環境への望ましくない影響は最小限であると判断されるため、カテゴリ

C に該当する。 
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(2) ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 

サバ州は、マレーシア国内では貧困率の高い州で、本事業は自然資源に依存する地

域住民の生計向上・代替生計手段の推進などを通じた生物多様性保全と持続可能な開

発の推進を目指しており、貧困削減にも寄与する。また、対象となる地域住民は伝統

的慣習権を持つ土着民が多く、その他の民族との平等推進にもなる。男女間格差は、

現地の伝統・習慣を尊重しつつ、能力強化活動などに積極的に女性の参画を得る努力

をする。 

 

 関連する援助活動 

(1) わが国の援助活動 

本案件を効果的かつ効率的に実施するため、本案件は以下に挙げるわが国の政府開

発援助（Official Development Assistance：ODA）事業と連携する。 

1) 地球規模課題対応国際科学技術協力（Science and Technology Research Partnership 

for Sustainable Development：SATREPS）「サバ州を拠点とする生物多様性・生態系保

全のための持続可能な開発プロジェクト」（研究代表機関＝九州工業大学） 

2) JPP「サバ州における生物多様性保全のための地域主体型地域おこしプロジェクト」

（提案団体＝酪農学園大学） 

3) JPP「山仙式平窯炭化法によるバイオマス炭化技術研修事業」（提案自治体＝福岡

県八女市） 

4) 第三国研修「統合的な生物多様性・生態系保全」 

5) JOCV 隊員「村落開発」「環境教育」 

さらに、JICA は過去に同地域で以下の関連する事業を実施し、研究を支援したので、

その成果も活用する。 

1) サバ州持続的資源利用による貧困地域 PPP に係る提案型調査 

2) サバ州農村女性地位向上計画実証調査 

3) サバ中央地域資源開発調査 

4) 国際協力研究「グラミン銀行方式による参加型貧困撲滅プログラムの成果と課題

－マレイシア・AIM10の事例－」 

5) 国際協力研究「マレイシア・サバ州における植民地時代の土地制度―北ボルネオ

会社統治下に制定された土地法と現行土地法との関連―」 

 

(2) 他ドナー等の援助活動 

マレーシアは、開発途上国を卒業しつつあり、JICA 同様に各援助機関も、支援を環

境や経済高度化、ドナー化支援などの特定課題に限定して事業数が比較的少ない。し

たがって、系統的ないわゆるドナー協調・調整等の必要性は低い。サバ州では、UNDP

                                                        
10 マレーシア各地で実施され貧困撲滅に成果を上げているとされるアマナ・イクティア 
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と UNEP が地域限定の事業を実施している。 

サバ州で最も活発に活動している援助機関は、国際 NGO の WWF である。WWF は、

キナバタンガン流域で「命の回廊 Corridor of Life」事業（現在は Terrestrial Species and 

Habitat Programに改称）や「Heat of Borneo」事業を支援し、調査研究やオランウータ

ン、ゾウなどの保全、エコツーリズム振興などを進め、サバ州北部の広大な海洋公園

の設立支援もおこなっている。また、日本の民間企業（サラヤ株式会社）等が支援す

るボルネオ保全トラストが、キナバタンガンの Corridor of Life を繋げるための土地買収

を進めている。 

 

５－２ 協力の枠組み 

 上位目標 

サバ州が生物多様性保全と持続可能な開発のアジアにおける知的拠点（Asian Centre of 

Excellence）として国内的・国際的に知られる。 

指標： 

(1) 5 年以内に、少なくとも 20 名の研究者が生物多様性保全と持続可能な開発の研究の

ためにサバ州を訪問する。 

(2) 5 年以内に、少なくとも 5 つのメディアが生物多様性保全と持続可能な開発の報道

のためにサバ州を訪問する。 

(3) 5 年以内に、生物多様性保全と持続可能な開発に関するサバ州の経験・取り組みに

係る論文が、少なくとも 5 編国際専門誌に掲載される。 

(4) マレーシア政府が作成する愛知目標の達成に関する報告書にサバ州の貢献が目に

見える形で記載される。 

 

 プロジェクト目標 

SBS の実施を通じて持続可能な開発が推進される11。 

指標： 

(1) SBS に記載がある Advising and Monitoring Panel が機能し始める。 

(2) SBS に記載された予定された目標が達成される。 

(3) SBS 実施の進捗がサバ生物多様性評議会やその他の重要な意思決定機関で定期的に

共有され協議される。 

 

 

 

                                                        
11原文は「Sustainable development is promoted.」であるが、プロジェクト目標は、SBS の実施を通じて達成されるとの考

えを共有し、プロジェクト目標の指標として盛り込むことにした。 
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 成果及び活動 

【成果 1】事業サイトにおいて自然共生社会の実現に関する能力が向上する。 

指標： 

(1) LKSW の APO と CRBR の管理計画及び年次活動計画が作成され、実施・モニタリ

ングされる。 

(2) LKSW におけるすべての JICA 支援事業の間の定期協議で重要課題が善処される。 

(3) パイロットサイトの地元受益者のうち少なくとも 80%が能力向上活動に満足する。 

(4) 少なくとも 2 つの代替生計活動がパイロットサイトで特定され、地元受益者によっ

て実地される。 

(5) 保全に関する環境教育の受益者の意識レベルが向上する。 

活動： 

(1) LKSW のための APO の作成と、CRBR の管理計画と APO の策定支援とそれらの実

施モニタリングを支援する。 

(2) LKSW において JICA が支援するすべてのグリーン技術・自然保全関連事業の間の

協議を C/P 機関とその他の利害関係者を継続的に関与させながら促進し、会議を議

事進行し、知見共有を定期的に行う。 

(3) 管理計画実施の資源調達のために他のプログラムやドナー機関と連携し、ラムサー

ルネットワークや SATOYAMA イニシアティブ、CBD-COP、国際研究ネットワーク

などの国際枠組みと調整する。 

(4) 生計向上推進と貧困対策のために、連邦政府、州政府、地方自治体、国際枠組みの

技術的・資金的リソースを関係機関が動員する支援を行う。 

(5) 地方自治体や NGO、関係機関との協働により、農業改善や持続的土地利用、エコ

ツーリズム、マーケティングへの民間企業参加などを通じ、コミュニティ・ベース

の保全のための生計向上パイロット事業を実施する。 

(6) パイロットを通じた生計向上とコミュニティ・ベースの保全の過程を記録し、マニ

ュアルやガイドラインを作成し、情報発信する。 

(7) 大規模開発事業が既存の規制を遵守するよう、関連機関を支援する。 

(8) 生計向上と保全に関して、地元コミュニティや地方自治体、NGO、関係機関に対す

る能力向上活動を実施する。 

(9) C/P 機関などが実施する環境教育活動を支援し、SEEP の実施のモニタリングを支

援する。 

(10) 保全と環境にやさしい経済活動のための規制や法執行に係る河川行政の枠組み改

善のための提言を行う。 
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【成果 2】サバ州の経験が生物多様性保全と持続可能な開発のために国内的・国際的に共有

される。 

指標： 

(1) サバ州の経験に関する少なくとも 5 つの資料が作成される。 

(2) 少なくとも 4 回の国内セミナー・ワークショップ・会議が実施される。 

(3) C/P 機関が少なくとも 2 つの国際セミナー・ワークショップ・会議に参加する。 

(4) 少なくとも 50 名の参加者が、プロジェクトが支援する第三国研修に参加して知見共

有活動を行う。 

(5) 少なくとも 90％の参加者が第三国研修に満足する。 

(6) 生物多様性に関する国内的・国際的ネットワークがサバ州との間に構築される。 

(7) 2014 年までに作成される予定のマレーシア国家生物多様性戦略に SBS のアイデアが

取り込まれる。 

活動： 

活動 2-1 サバ州の経験を資料や文献に取りまとめ、サバ州の経験を強固にし、必要に応

じて追加研究を実施する。 

活動 2-2 生物多様性のための持続的資金調達メカニズムの可能性に関する研究〔PES や

生物多様性を考慮した会計システム、持続可能な開発のためのインセンティブ

や税制の合理化、REDD+、企業の社会的責任（Corporate Social Responsibility：

CSR）、SWD 基金の強化など〕を実施する。 

活動 2-3 第三国研修の設計、実施、モニタリング、評価の実施と、開発される研修モジ

ュールや標準的モニタリング枠組みの連邦及びサバ州の関係機関と共有する。 

活動 2-4 第三国研修修了者を支援する。 

活動 2-5 サバ州の経験を共有するために、関係連邦政府機関（NRE、環境研究所、FRIM、

生物多様性研究所など）との連携による国内・国際会議・シンポジウム・セミ

ナー・研修コース・その他の知見共有活動への参加と招致を行う。 

活動 2-6 SBS の国家生物多様性戦略への統合を支援する。 

活動 2-7 関係機関による積極的な広報とメディア戦略を支援する。 

 

 プロジェクト実施上の留意点 

(1) 本事業の最大の特徴は、C/P 機関と利害関係者の多さである。これらの機関との調

整や連携を効果的に実施するため、主導力を発揮すべき NRO や SWD の能力を引き

出すことが肝要である。また、設立される PSC とプロジェクト管理委員会を効果的

に活用すると共に、事業コンポーネントごとに「主務機関」と「利害関係者」を特

定して、多くの関係機関を効果的に調整する仕組みが組み込まれている。そのなか

で、LKSW 及びその流域は管理計画に定められた既存の委員会を、CRBR は管理計

画で設置予定の委員会を、知見共有についても各種タスクフォースを、それぞれ活
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用する。 

(2) SBS は、サバ州における生物多様性保全の中核的な枠組みであり、本案件はこの戦

略と方針を 1 つにする。 

(3) 他ドナー、NGO、研究機関等との連携も、本案件を効果的かつ効率的に実施するた

めに不可欠である。 

(4) 成果 1 における「能力」とは、個人だけではなく、システム、ネットワーク、制度、

社会も含む概念である。 

(5) 人と自然の共生社会実現に貢献するために、関連する知識や知見を整理し、記録し

て発信していくことが重要である。提案されている事業では、過去と現在における

人と自然の関わりを調査し、進行中の環境保全型土地利用対策や農業振興、貧困対

策などを研究したうえで技術的な投入を行い、インセンティブの創出と生計向上を

通じた保全及び持続可能な開発の手法・手順とモデルを開発するため、CRBR の緩衝

地域（バッファーゾーン）または移行地域（トランジッションエリア）において、

パイロット活動を実施する。パイロットサイトとして、緩衝地域（バッファーゾー

ン）及び移行地域（トランジションエリア）における 400 のコミュニティを擁する 1

市 8 郡のうち、2 カ所程度を選定する。選定基準は、脅威にさらされている重要な生

物多様性/野生生物が存在すること、生計向上の高い潜在性があること、利害関係者

のプロジェクト活動への参加意欲と地方自治体のコミットメント、物理的アクセス

が容易なこと、当該地域で類似の他事業がないことなどである。 

(6) JICA は、2012 年 7 月のラムサール COP11 において、同条約事務局と業務協力協定

を締結したことを受け、本プロジェクトの管理のために、条約事務局や科学技術専

門家会合の知見を活用する。 

 

５－３ その他のインパクト 

本件の開発課題は、一義的にサバ州における生物多様性と生態系の適正な保全である。

この課題に対処するため、BBEC での過去 10 年間の保全への取り組みに加えて、持続可能

な開発を地域レベルで推進することで、地域住民の自然資源への過剰な依存を軽減し、保

全に必要なリソースを現場レベルで持続的に調達するメカニズムを検討する。また、サバ

州における保全を超え、アジアにおける生物多様性保全の知的拠点としての立場を確立し

てその経験をマレーシア国内や海外にまで発信し、他地域への波及効果を目指している。

これにより、CBD で掲げる「愛知目標」の達成に貢献しようとするものである。 

 

５－４ 前提条件・外部条件 

(1) 事業実施のための前提：特筆すべき前提条件はなし 

(2) 成果達成のための外部条件： 

1) SBS が関係当局に承認される。 
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2) CRBR の MAB 最終申請書がユネスコに提出されて承認される。 

3) SaBC のための組織枠組みが強化される。 

4) C/P 機関の予算配分が大きく減少しない。 

5) 適切な C/P が政府によって指名され、会合や事業活動に定期的に派遣される。 

(3) プロジェクト目標達成のための外部条件：ラムサール登録地域近辺で JICA が支援す

る関連事業が計画通りに実施される。 

(4) 上位目標達成のための外部条件：マレーシアとサバ州の生物多様性・生態系保全に関

する政策が、プロジェクトに有利な状況が継続する。 
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第６章 本プロジェクトの事前評価 

 

本プロジェクトのニーズや根拠、計画の適正を検証するため、事前評価を実施した。評

価は評価 5 項目に則って行われ、特に事業の「妥当性」を重点的に評価した12。 

本プロジェクトは、全体として国際的潮流に合致し、マレーシア連邦政府及びサバ州政

府の政策や日本政府及び JICA の援助方針にも一致しており、適切に計画され、望ましい結

果を生むと予想されることから、実施の意義は高い。評価結果の要約は表２０のとおりで

ある。 

表２０ 事前評価の要約 

 評価項目 結果 備考 
1 妥当性 高い  国際的潮流に合致（リオ+20、CBD の愛知目標など）

 マレーシア連邦政府及びサバ州政府の政策に合致 
 日本政府及び JICA の援助方針に合致 

2 有効性 高いと見込まれる  BBEC の経験を活用 
 持続可能な開発や生計向上等の新機軸に関する知見

が課題 

3 効率性 担保されている  JICA の他案件（科学技術協力、JPP、第三国研修）等

と連携見込み 
 限られた予算のなか、現地や日本国内、他ドナーの

リソースと知見、機会を最大限に活用する予定。 

4 インパクト 正のインパクトが

高いと見込まれる

 国内他州や他国への知見共有 
 負のインパクト（パイロットサイトと選外地域との

係争）は緩和可能 

5 持続性 結論づけるには時

期尚早 
 プロジェクト実施中に、政策、制度、人的資源、財

政面から分析が必要 

  

６－１ 妥当性 

下記の理由から、提案されている事業の妥当性は高い。 

 

 国際的な潮流と重要性 

(1) CBD との関連性 

2010 年 10 月に CBD-COP 10 が愛知県名古屋市で開催された。日本及びマレーシア政

府は両国とも CBD と名古屋議定書を批准しており、条約下の国際的責務を果たす義務

がある。名古屋における COP 10 で、全締約国のための明確な目標が「愛知目標 2020」

として公式に採択された。20 個ある愛知目標のうち、特に表２２にある目標 1 と 4、7、

8、11、14、19、20 の達成に貢献することを本プロジェクトは目指している。 

 

                                                        
12 ただし、本プロジェクトは小規模案件（協力金額 2 億円以下）につき、正式な事前評価表は作成しない。 
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表２１  関連する CBD 愛知目標 2020（環境省仮約による） 

戦略目標  目標 
戦略目標 A：各政府と

各社会において生物

多様性を主流化する

ことにより、生物多様

性の損失の根本原因

に対処する。 

目標 1 遅くとも 2020 年までに、生物多様性の価値と、それを

保全し持続可能に利用するために可能な行動を、人々が

認識する。 

目標 4 遅くとも 2020 年までに、政府、ビジネス及びあらゆる

レベルの関係者が、持続可能な生産及び消費のための計

画を達成するための行動を行い、またはそのための計画

を実施しており、また自然資源の利用の影響を生態学的

限界の十分安全な範囲内に抑える。 

戦略目標 B：生物多様

性への直接的な圧力

を減少させ、持続可能

な利用を促進する。 

目標 7 2020 年までに、農業、養殖業、林業が行われる地域が、

生物多様性の保全を確保するよう持続的に管理される。

目標 8 2020 年までに、過剰栄養などによる汚染が、生態系機

能と生物多様性に有害とならない水準まで抑えられる。

戦略目標 C：生態系、

種及び遺伝子の多様

性を守ることにより、

生物多様性の状況を

改善する。 

目標 11 2020 年までに、少なくとも陸域及び内陸水域の 17％、

また沿岸域及び海域の 10％、特に、生物多様性と生態系

サービスに特別に重要な地域が、効果的、衡平に管理さ

れ、かつ生態学的に代表的な良く連結された保護地域シ

ステムやその他の効果的な地域をベースとする手段を通

じて保全され、また、より広域の陸上景観又は海洋景観

に統合される。 
戦略目標 D：生物多

様性及び生態系サー

ビスから得られるす

べての人のための恩

恵を強化する。 

目標 14 2020 年までに、生態系が水に関連するものを含む基本

的なサービスを提供し、人の健康、生活、福利に貢献し、

回復及び保全され、その際には女性、先住民、地域社会、

貧困層及び弱者のニーズが考慮される。 

戦略目標 E：参加型

計画立案、知識管理と

能力開発を通じて実

施を強化する。 

目標 19 2020 年までに、生物多様性、その価値や機能、その現

状や傾向、その損失の結果に関連する知識、科学的基礎

及び技術が改善され、広く共有され、適用される。 

目標 20 少なくとも 2020 年までに、2011 年から 2020 年までの

戦略計画の効果的実施のための、すべての資金源からの、

また資金動員戦略における統合、合意されたプロセスに

基づく資金資源動員が、現在のレベルから顕著に増加す

べきである。この目標は締約国により策定報告される資

源のニーズアセスメントによって変更される必要があ

る。 

 

(2) 国連持続可能な開発会議（リオ+20 または地球サミット 2012）の成果文書「私たちの望む未

来（The Future We Want）」との関連性 

2012 年 6 月、ブラジルのリオデジャネイロにおいて国連持続可能な開発会議、いわ

ゆるリオ+20 または地球サミット 2012 が開催され、1992 年の第 1 回地球サミットの 20

周年を記念した。リオ+20 は、持続可能な開発に対する国際的な責務を果たす機運を再

び呼び起こした。会議の主要なテーマは、グリーン経済と制度強化である。 

会議の成果である「私たちの望む未来（The Future We Want）」は、2012 年 7 月にロシ
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アで開催されたアジア太平洋経済協力（Asia Pacific Economic Cooperation：APEC）会合

でも支持され、グリーン経済の推進を強調している。提案されている事業は、自然資

源に依存する地域住民の生計向上の推進による人と自然の共生を主眼とし、エコツー

リズムや農業技術・マーケティングの改善などを支援することで、環境に優しく持続

可能な代替生計手段を地域住民が展開することを目指している。この手法は、リオ+20

で提唱された概念と合致する。 

 

 現地の政策とニーズ 

(1) マレーシア国家政策との関連性 

第 10 次マレーシア計画（2011 年～2015 年）で、「われわれの環境資源（Environmental 

Endowments）の価値化」は「10 個のビッグアイデア」の 1 つと位置づけられ、同計画

では国家を高所得経済へ転換するための「5 つの推進力（Drivers）」を特定している。

その 1 つが「生活の質を向上する環境づくり」で、この推進力のもと「7 つの主題

（Focuses）」が掲げられている。その 1 つが「現存する資源の賢明な管理と保全を通じ

て、現代のマレーシア人が将来のマレーシア人に対して責任を果たすことを保障する」

である。その活動のための予算措置がとられている。 

この主題に関連して、完全な生態系と環境の持続性を進展させるために、首相は

「AFFIRM 枠組み」を導入した。「AFFIRM」は英語の「意識（Awareness）」「機能（Facility）」

「財源（Finance）」「インフララクチャー（Infrastructure）」「研究（Research）」「マーケ

ティング（Marketing）」の頭文字を取ったもので、提案されている事業は、この枠組み

及び第 10 次マレーシア計画と合致している。 

本プロジェクトは、第 10 次マレーシア計画（2011 年～2015 年）以降も継続する予定

であり、2015 年以降もマレーシア政府の政策に顕著な変更がないことを想定している。 

(2) サバ州政府の政策との関連性 

サバ州の現政権の主席大臣は、就任直後の2003年3月、就任前からの選挙公約を正式な

州の方針として打ち出し、閣議決定された。これは、サバ州に開発と発展をもたらすための「サ

バ州開発及び進歩の方針（Halatuju Pembangunan Dan Kemajuan Negeri または単純にハラト

ゥジュ）」と呼ばれる。この包括的指針では、6つのアジェンダ・柱が示され、その 1つである「経

済アジェンダ」のもと、ゾーニングの概念が導入されている。経済開発を達成しながらも、健全

な生態系を支える自然資源の保全のために、特定の地域を保存するというものである。ハラト

ゥジュでは「サバ州のメガダイバーシティは、大学や公的・民間機関による研究開発を通じて

保護され、最適化されるべきである。バイオテクノロジーとバイオ経済は、サバ州のための新た

な成長分野の 1 つとなるであろう。（中略）過去に、サバ州は豊富で多様な自然資産、特

に森林と木材で知られていた。しかし、この自然資源は、主に粗放な管理により大幅

に減退した。そのころは、短期的な利益が主眼で、実施された開発計画は長期的なニ

ーズを重視しなかった」と記されている（和訳：調査団）。」としている。 
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この方針に則り、州の「バイオテクノロジー政策」や「生物多様性戦略」などを含む各種の政

策やプログラムを打ち出し、より具体的な開発計画である SDC が作成された。また、BBEC フ

ェーズ 2 では生物多様性の保全と利用のための包括的な政策の策定を支援し、SBS の草

稿は最終段階にあり、近いうちに当局によって承認される見通しである。 

提案されている事業は州の政策と合致しており、SBS の目標や活動の一部を実施する

計画である（別添資料 5）。したがって、事業と州の優先事項との関連性は高い。 

 

(3) 現地のニーズとの関連性 

図９の地図にある通り、サバ州は東南アジアの残り少ない森林集中地域の 1 つである。

州内に望ましい生息環境が残っているため、サバ州には高い生物多様性が現存してい

る。しかし、これらは危機に瀕している。過去 40 年間で人口が 4.9 倍に増加し、これ

は国全体の 2.7 倍と比較するとはるかに高い値となっている。また、同時期にアブラヤ

シ農園の面積は 35 倍以上に拡大した。 

サバ州の貧困率は 1985 年の 9.7%から 2007 年の 3.7%と減少したが、国内の他州と比

較して依然として高いレベルにある。1 人当たりの総生産は近年 5,000 ドルを超え、環

境クズネッツ曲線の分岐点である 3,000 ドルを越えたため、更なる環境保全努力が実施

されると予想される。生物多様性保全の視点からも、貧困削減の視点からも提案され

ている事業のニーズは高い。 

図９ 東南アジア土地被覆図 
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 日本政府の重点分野との関連性 

マレーシアに対する JICA の援助方針によると、先進国入りを前に、経済の高度化、高

付加価値化に取り組むと同時に、今後は格差是正や環境と資源の保全、高齢化対応など

中進国～先進国特有の課題も併せて対処していくとしている。方針はさらに、州と連邦

政府の適切な調整を通じた持続可能な森林管理政策と、省エネルギー政策の実施が重要

な環境課題であるとしている。特に、マレーシアは2009年に開催されたCOP15において、

ナジブ首相自ら 2020 年までに二酸化炭素排出量を 40％削減（2005 年比）することをコ

ミットするなど、気候変動対策には比較的積極的な態度を示している。 

日本の外務省は 2011 年 3 月にマレーシアに対する「国別援助方針」を策定した。日本

政府は、表２２のとおり 3 つの重点分野における 4 つの開発課題を支援する方針である。 

 

表２２ 対マレーシア国別援助方針 

重点分野 開発課題 プログラム 支援内容 
先進国入り
に向けた均
衡のとれた
発展の支援 

経済の高度
化推進 

高付加価値経
済推進 

- 支援の最終段階の案件（中小企業、税務、職
訓等） 

- 経済連携協定（EPA）関連案件（MAJAICO、
経済連携事業（EPP）研修等） 

- 高等教育 
- 「新成長戦略」関連案件（環境・エネルギー、
各種インフラ整備） 

生活の質改
善 

国民生活向上 - 国内経済格差是正 
- 高齢化対策 
- 環境（本プロジェクトを含む） 
- 障害者福祉 
- 防災対策 

東アジア地
域共通課題
への対応 

東アジア地
域共通課題
への対応 

ASEAN 連携 - ASEAN 連結関連案件（税関、基準認証等） 
- 海上安全 
- 感染症 

東アジア地
域を越えた
日・マレーシ
ア開発パー
トナーシッ
プ 

東アジア地
域を越えた
日・マレーシ
ア開発パー
トナーシッ
プ 

ドナー化支援 - MoFA･研修実施機関向け南南協力実施能力向
上 

- 援助実施機関設立支援 
南南協力推進 - パートナーシップ事業（PP）締結支援 

- 他地域（近隣諸国、アフリカ、イスラム圏等）
向け各種南南協力案件実施 

上記の表にある太字で下線が引かれた支援内容は、本プロジェクトとの関連性が高く、

日本政府の重点分野と合致している。 

 

６－２ 有効性 

下記の理由により、有効性は高いと見込まれる。 

 

 BBEC の遺産 

過去 10 年間、JICA はサバ州における生物多様性と生態系の保全を支援してきた。それ

により、サバ州では保全に関して以下が構築した。 

65



 

 

(1) 制度枠組みと人材ネットワーク 

(2) 訓練された職員と組織能力 

(3) 管理計画やガイドラインなどの技術ツール 

(4) 「優れた取り組み（good practice）」としてモデル化できる経験と知見 

1 0 年に及ぶ BBEC の成果は、本プロジェクトの円滑な実施に貢献する。 

 

 留意事項 

BBEC はより保全に焦点を当てたが、本プロジェクトは保全を達成するための持続可能

な開発に重点を置く。持続可能な開発の推進には、典型的な保全アプローチとは異なる

技能や専門知識が求められる。そこで、農業、園芸、林業、特用林産物、畜産、水産、

農村開発、観光、パーム・オイル産業などの異なる専門知識を有する機関との連携を拡

大する必要がある。持続可能は開発には、郡役場を含む関係政府機関に加え、非政府団

体や民間セクターの関与も重要である。プロジェクトがこれらの利害関係者の協力を確

保できれば、有効性は高くなる。 

 

６－３ 効率性 

ラムサール登録湿地近辺で実施される他の JICA 支援事業との連携が成功すれば、高い効

率性が確保される。 

 

 事業投入 

日本政府は過去 10 年間、サバ州の生物多様性保全の支援を行ったので、マレーシア側

が引き継ぐことを促進するために、日本側からの投入を限定することは適切である。投

入が限られる中で重要なことは、焦点を明確にし、目に見える成果を達成するために事

業の支援を特定分野に集中させることである。本プロジェクトは、要請時は 4 つあった

アウトプットを 2 つに絞り込んで整理するなど、焦点が明確になっている。 

また、予算が限られる中、投入の種類を慎重に選択することも重要である。現地人コ

ンサルタントの活用など、現地のリソースを有効に活用し、JICA の過去 10 年間の知見と

日本国内の既存の人的なリソースを最大限に活用することが必要である。また、環境省

などが行う事業やイベントなどの機会を十分に利用し、UNDP の SGP との連携など、他

ドナーのリソースを有効に活用すべきである。短期専門家の専門分野などの投入の詳細

は未定である。 

 

 JICA 支援の他事業との連携 

JICA はラムサール登録湿地近辺で以下の事業を支援する予定である。 

① SATREPS「ボルネオ生物多様性保全のためのオイルパームプランテーションによる

グリーン産業の創出プロジェクト」（研究代表機関＝九州工業大学） 
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② JPP「サバ州における生物多様性保全のための地域主体型地域おこしプロジェクト」

（提案団体＝酪農学園大学） 

③ JPP「山仙式平窯炭化法によるバイオマス炭化技術研修事業」（提案自治体＝福岡県

八女市） 

本プロジェクトによる投入のみを考慮すると BBEC フェーズ 2 よりも小さいが、サバ

州における上記の関連事業を含めると、全体として JICA の支援は顕著である。これらの

事業間の調整と連携は事業の効率性を確保するために重要であり、本プロジェクトには

こうした活動が含まれている。 

 

 他ドナーやプログラムとの連携 

事業成果と既存のリソースを有効に活用するために、プロジェクトは連邦・州政府の

他プログラムやドナー機関と調整することが不可欠である。可能な限り、事業コストは

他ドナーと分担負担されるべきである。 

 

６－４ インパクト 

下記の理由により、正のインパクトが高いと見込まれる。 

 

 上位目標の達成見込み 

上位目標は達成されると見込まれる。過去数年、CBD や国連気候変動枠組み条約など

の国際的な取り組みに起因し、生物多様性保全や気候変動、持続可能な開発への国際的

な関心が顕著に高まっている。コスタリカはエコツーリズムなどを通じた持続可能は開

発の推進による生物多様性保全の中南米における「優れた取り組み（good practice）」とし

て知名度を上げており、世界の他地域でもそうした例を求める動きが進んでいる。これ

は、本プロジェクトにとって好機であり、過去 10 年にわたる JICA 支援などもあり、サ

バ州の経験と取り組みが既に国際的な注目を徐々に集め始めている。サバ州が生物多様

性保全と持続可能な開発の「アジアの知的拠点（Asian Centre of Excellence）」となる可能

性がある。 

 

 波及効果 

本プロジェクトには、第三国研修や国際イベントへの参加・招致、マレーシア国内の

他地域からの参加者のためのセミナーやワークショップの開催など、さまざまな知見共

有活動が含まれている。サバ州の経験が国内外の他地域に発信されれば波及効果を生む

可能性がある。サバ州の経験が十分な波及効果を発揮するためには、経験が「優れた取

り組み」として確立し、他地域でも反復可能なものとなる必要がある。国内外の関心を

得るために、生計向上の取り組みが成功して持続的となり、ラムサール登録湿地周辺で

の他の JICA 支援事業が期待されている結果を出す必要がある。 
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 潜在的な負のインパクト 

パイロットとして選ばれるサイトや受益者とそうではないサイトや住民との間で対立

を生む可能性がある。こうした対立の可能性は、パイロットサイト外の住民を能力向上

活動などに取り込むことで軽減される。また、事業のスコープやサイト・受益者選定基

準、手順などを辛抱強く説明することも肝要である。 

 

６－５ 持続性 

持続性は事業実施期間とその後の要素に大きく左右されるため、現段階で結論づけるの

は時期尚早である。 

 

 政策の視点 

サバ州で現政権が継続する・しないに係らず、事業終了まで好ましくない大きな政策

転換がなく、事業期間中及びその後、十分な政策支援があることが前提となる。 

 

 制度と人材の視点 

BBEC では、制度機構や組織体制、訓練された人材、保全ツールなど、保全のための持

続的な基盤の整備を支援した。こうした基盤は本プロジェクトで更に強化される予定で

ある。本プロジェクトの影響力は、SATREPS や JPP などのスキームによる事業活動の支

援で更に充実され、現行の協力終了後も、自立的に発展しうる事業になることが工夫さ

れている。 

 

 財務的視点 

本プロジェクトは、地元住民への代替生計手段の提供、土地生産性の向上、自然資源

への依存を軽減などの達成を通じて、BBEC で展開した「優れた取り組み」を強固にする

ことを意図している。これらの生計活動は、活動への再投資に必要な十分なリソースを

生み出し、最終的には自立的に発展しならなければならない。生計活動がいったん自立

発展的になれば、外部からの支援は必要なくなる。そのために、適正技術が特定・導入

され、地元住民などの能力が十分に向上し、地元生産物のマーケティングが展開され、

積極的に民間セクターと連携することが必要である。事業期間中に持続可能なモデルが

証明されれば、本プロジェクトの持続性も確保される。 

本プロジェクトでは、PES や生物多様性を考慮した会計システム、持続可能な開発のた

めのインセンティブや税制の合理化、REDD+、CSR、SWD 基金の強化など、生物多様性

のための持続的資金調達メカニズムの可能性に関する研究を支援する予定である。研究

成果は州の政策決定者に提出され、持続的資金調達メカニズムに関する提言が採用・実

施されれば、サバ州における保全のための資金機構が強化される。 
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６－６ 過去の類似案件の教訓と本事業への活用 

BBEC フェーズ 1（2002 年～2007 年）は、4 つのコンポーネントに分かれ、研究教育コン

ポーネント（Research and Education Component：REC）では、日本人と SWD の研究者の共

同研究と、生物多様性に関する大学のデータベースを強化した。PMC では、CRP の管理計

画を策定するなど、生物多様性保全のツール強化を行った。生息域管理コンポーネント

（Habitat Management Component：HMC）では、セガマ河下流域の中枢種の観測と管理計画

策定を行った。環境啓発コンポーネント（Public Awareness Component：PAC）では、各種研

修や環境教育、教材開発等を行った。このほか、プログラム全体に亘る活動として、事業

運営、統合化活動、国際セミナー開催、広報等を行った。上記の活動を通じて、政府機関

や大学の職員の能力が向上した。 

BBEC フェーズ 2（2007 年～2012 年）では、保全のための制度機構を強化した。例えば、

SBS の策定を支援し、SEEP の作成と承認を支援した。また、SWD の実質的な設立と強化

を行った。キナバタンガン・セガマ河下流域をラムサール条約指定湿地として登録するこ

とを支援し、緩衝地域（バッファーゾーン）も含む地域の管理計画を策定した。CRP とそ

の周辺を MAB 計画の認定地域に申請する支援も行った。これらの活動を通じて、縦割り行

政の垣根を越え、各政府関係機関や民間組織が協働する規範と制度を強化した。 

10 年にわたる BBEC の成果と人的リソースは、本事業にも活用され、更に強化される。 

 

６－７ 今後の評価計画 

終了時評価：プロジェクト終了の約半年前に行う。協力期間が 4 年間の場合、2016 年 7

月頃を想定。 

事後評価：プロジェクト終了 3 年後を目処に実施する。 
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お現地調査日程 

日順 月日 活動 宿泊地 

1 7 月 15 日

（日） 

【辻団員】 

10:35 東京/羽田発（CX543） 

14:25 香港着 

15:30 香港発（MH385） 

18:30 コタキナバル着 

コタキナバル 

2 7 月 16 日

（月） 

午前 JICA 専門家打合せ 

午前 天然資源庁 

午前 生物多様性センター 

午後 サバ大学熱帯生物学保全研究所 

コタキナバル 

3 7 月 17 日

（火） 

午前 農村開発省 

午前 都市地域計画局 

午後 農業局 

午後 観光局 

コタキナバル 

4 7 月 18 日 

（水） 

ワークショップ準備 コタキナバル 

5 7 月 19 日 

（木） 

利害関係者ワークショップ 

午前 第 1 セッション 

「キナバタンガン河・セガマ河下流域湿地（LKSW）

及び流域」 

天然資源庁、生物多様性センター、森林局、野生

生物局、環境保護局、灌漑排水局、観光局、土地

測量局、農業局、水産局、サバ大学熱帯生物学保

全研究所 

午後 第 2 セッション 

「クロッカー山脈生物圏保存区」 

天然資源庁、生物多様性センター、公園局、森林

局、農村開発省、都市地域計画局、農業局、土地

測量局、灌漑排水局、サバ大学熱帯生物学保全研

究所 

コタキナバル 

6 7 月 20 日 

（金） 

利害関係者ワークショップ 

午前 第 3 セッション「第三国研修及び国内向け研修」 

サバ大学熱帯生物学保全研究所、天然資源庁、生物

多様性センター、公園局、野生生物局、森林局、環

コタキナバル 

別添資料1
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日順 月日 活動 宿泊地 

境保護局 

午後 天然資源庁及び生物多様性センターとの協議 

7 7 月 21 日 

（土） 

資料作成 コタキナバル 

8 7 月 22 日 

（日） 

【鈴木団長、鍛治、米田、谷口各団員】 

11:35 東京/成田発（JL723） 

17:55 クアラルンプール着 

【辻団員】 

午前 資料作成 

12:45 コタキナバル発（MH2613） 

15:10 クアラルンプール着 

【全員】 

団内打合せ 

クアラルンプー

ル 

9 7 月 23 日 

（月） 

09:40-11:10 経済企画院及び天然資源環境省協議 

11:40-12:30 科学担当首相顧問表敬 

14:20-15:20 外務省協議 

【鈴木団長、米田、谷口両団員】 

17:45 クアラルンプール発（MH2662） 

20:20 コタキナバル着 

【鈴木団長、米

田、谷口両団員】

コタキナバル 

【鍛治、辻両団

員】 

クアラルンプー

ル 

10 7 月 24 日 

（火） 

【鈴木団長、米田、谷口両団員】 

08:45 BBEC2 専門家打合せ 

09:45 天然資源庁協議 

11:30 都市地域計画局長表敬 

14:00 天然資源庁協議 

【鍛治、辻両団員】 

10:00-11:00 国連開発計画（UNDP）協議 

14:15 クアラルンプール発（MH2616） 

16:50 コタキナバル着 

18:00-19:30 団内打合せ 

コタキナバル 

11 7 月 25 日 

（水） 

08:45-09:15 サバ大学副学長補佐表敬 

10:00-13:00 キックオフ会議 

16:20-17:00 農業局長表敬 

コタキナバル 

12 7 月 26 日 

（木） 

団内打合せ、資料作成 コタキナバル 
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日順 月日 活動 宿泊地 

13 7 月 27 日 

（金） 

09:00-12:30 M/M 協議 コタキナバル 

14 7 月 28 日 

（土） 

クロッカー山脈公園周辺村落での農業支援／貧困削減

事業視察 

 パパール郡 Kalatuan、Penampang Baru、Daingin 各

村（果樹栽培） 

 ケニンガウ郡 Ulu Bariawa、Bariawa 両村（生姜栽

培、キャベツ栽培、魚の養殖） 

 タンブナン郡 Tikolod 村（生姜栽培） 

 タンブナン郡 Tombotuon 村（ホームステイ） 

コタキナバル 

15 7 月 29 日 

（日） 

【鈴木団長】 

07:45 コタキナバル発（MH3093） 

08:35 サンダカン着 

草の根技術協力「サバ州における生物多様性保全

のための地域主体型地域おこしプロジェクト」の

サイト視察 

19:00 サンダカン発（MH3094） 

19:50 コタキナバル着 

【各団員】資料作成 

コタキナバル 

16 7 月 30 日 

（月） 

09:00-12:30 M/M 協議 コタキナバル 

17 7 月 31 日 

（火） 

11:15 サバ州官房長表敬 

11:30 調査結果報告・署名式 

12:45 サバ大学副学長表敬・署名取付 

14:30 在コタキナバル出張駐在官事務所報告 

17:35 コタキナバル発（MH2617） 

20:00 クアラルンプール着 

【鈴木団長】 

22:50 クアラルンプール発（JL724） 

【鈴木団長】 

機内 

 

【各団員】 

クアラルンプー

ル 

18 8 月 1 日 

（水） 

【鈴木団長】 

07:05 東京/成田着 

【鍛治、米田、谷口、辻各団員】 

09:30-10:30 日本大使館報告 

11:00-12:00 JICA マレーシア事務所報告 

22:50 クアラルンプール発（JL724） 

 

 

 

機内 
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日順 月日 活動 宿泊地 

19 8 月 2 日 

（木） 

07:05 東京/成田着  

 

76



別添資料2

77



78



別添資料2

79



80



別添資料2

81



82



別添資料2

83



84



別添資料2

85



86



別添資料2

87



88



別添資料2

89



90



別添資料2

91



92



別添資料2

93



94



別添資料2

95



96



別添資料2

97



98



別添資料2

99



100



別添資料2

101



102



別添資料2

103



104



別添資料2

105



106



別添資料2

107



108



別添資料2

109



110



別添資料2

111



112



別添資料2

113



114



別添資料2

115



116



別添資料2

117



118



別添資料2

119



120



別添資料2

121



 



別添資料3

123



124



別添資料3

125



126



別添資料4

127



128



別添資料4

129



130



別添資料4

131



132



別添資料5

133



134



別添資料5

135



136



別添資料5

137



138



別添資料5

139



140



別添資料6

141



142



別添資料6

143



144



別添資料6

145



146



別添資料6

147



148



別添資料6

149



150



別添資料6

151



152



別添資料6

153



154



別添資料6

155



156



別添資料6

157



158



別添資料6

159



160



別添資料6

161



162


	表紙
	目次
	地図
	写真
	略語表
	第１章 調査の概要及び要請内容
	１－１ 調査団派遣の経緯と目的
	１－２ 調査団の構成
	１－３ 調査期間
	１－４ 要請の背景及び内容

	第２章 調査結果概要及び団員所感
	２－１ 協議での主要確認事項（Main Points Discussed）
	２－２ 団長所感
	２－３ 鍛治団員所感
	２－４ 米田団員所感

	第３章 関連セクターの状況
	３－１ 生物多様性保全と利用に関する世界の動向
	３－２ マレーシア国の生物多様性保全・利用政策
	３－３ サバ州の生物多様性保全・利用政策
	３－４ 関連法規
	３－５ 政府関係機関

	第４章 対象地域の概要
	４－１ サバ州の概要
	４－２ サバ州の生物多様性
	４－３ サバ州の土地利用
	４－４ サバ州の保護区
	４－５ サバ州の環境
	４－６ サバ州の社会経済
	４－７ キナバタンガン・セガマ河流域
	４－８ CRPとその周辺
	４－９ 関連する保全・開発事業

	第５章 本プロジェクトの基本計画と実施体制
	５－１ プロジェクト概要
	５－２ 協力の枠組み
	５－３ その他のインパクト

	第６章 本プロジェクトの事前評価
	６－１ 妥当性
	６－２ 有効性
	６－３ 効率性
	６－４ インパクト
	６－５ 持続性
	６－６ 過去の類似案件の教訓と本事業への活用
	６－７ 今後の評価計画

	別添資料
	別添資料1：現地調査日程
	別添資料2：ミニッツ
	別添資料3：主要面談者リスト
	別添資料4：収集資料リスト
	別添資料5：サバ州生物多様性戦略（案）と本プロジェクトの活動計画の対応



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice




